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令和５年第３回牛久市議会定例会決算特別委員会審議日程表 

付託案件名 認定第１号 令和４年度牛久市各会計歳入歳出決算認定について 

月  日  等 部 課 等 名 審  議  項  目 

１０月１９（木） 

午前１０時～ 

 

第３会議室 

教育委員会 

監査委員・事務局 
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 （令和４年度課別事務事業一覧参照） 
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午前９時５８開会 

○藤田委員長 おはようございます。定刻前ではございますが、皆様おそろいですので、始めさ

せていただきます。石原委員より遅参の申出がありました。 

 これより前回に引き続き、決算特別委員会を開きます。 

 これより議事に入ります。認定第 1 号、令和４年度牛久市各会計歳入歳出決算認定についてを

議題といたします。 

 まず、教育委員会所管について問題に供します。 

 執行部の方に申し上げます。決算認定に関する所管事項について説明を求めます。教育部長。 

○吉田教育部長 おはようございます。教育委員会、吉田でございます。 

 私のほうから、教育委員会事務局所管の令和４年度決算の概要について御説明申し上げます。 

 令和４年度一般会計歳出決算における教育費につきましては、総務部所管の職員給与関係経費

約４億３，８００万円と、保健福祉部所管の民間幼稚園等の関係経費約３億３，４００万円を含

めまして、予算現額４８億７，４５２万４，０００円に対しまして支出済額は４３億４，４４１

万５，６４４円となり、執行率は８９．１％となりました。前年度決算と比較いたしますと、約

６億１，４８５万円の増額、対前年度比１６．５％の増額となりましたが、これは投資的経費で

は、牛久市学校施設長寿命化計画にのっとり順次実施している小中学校の空調機更新が約２億１，

０００万円の増加をしたほか、昨日御視察をいただきました中央生涯学習センターの改修費等の

増加によるものです。 

 また、投資的経費以外では原油価格、物価高騰により学校給食の食材費が増加したほか、小中

義務教育学校１４施設及び各生涯学習センターやスポーツ施設など教育委員会が管理する公共施

設の高熱水費が増加したことが大きな要因となっております。 

 また、令和３年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の発症は令和４年度決算にも影響し、

ひたち野うしく小学校のプールの市民開放が中止されたほか、牛久鯉まつりは規模を縮小しての

開催となりました。 

 一方、秋以降の開催となりました市民文化祭や牛久シティマラソン大会等の開催は実施するこ

とができました。そのような中で、令和４年度教育委員会所管事業の決算の主な事業でございま

すが、まず学校教育関係では、施設面の整備として令和７年４月からの供用開始を目指し、おく

の義務教育学校一体型校舎建設の基本実施設計を２か年継続事業で実施しました。また、冒頭申

し上げました空調機の更新を順次実施しております。 

 学校教育面、運営面ですが、「一人残らず質の高い学びを保障する学校づくり」の基本理念の

下、新学習指導要領に基づく「社会に開かれた教育課程の実現に向けて主体的・対話的で深い学

び」いわゆるアクティブラーニングに関する保護者や地域の皆様の理解や促進を図るために、学

校運営協議会の委員の方々に学校の授業の様子を見ていただきながら、今子供たちがどのような

学びを行っているかについて協議し合うなど、コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一

層の取組の推進を図っております。 

 一方、社会教育関係では令和３年度より２か年継続で実施しました中央生涯学習センターの施
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設改修の第１期工事として、外壁及び屋根防水の工事を行っております。 

 スポーツ関係では、牛久市スポーツ推進計画を策定するとともに、プロスポーツ団体との連携

を深め、市民の皆様にプロスポーツを観戦できる機会の提供を増やしながら、子供たちのスポー

ツ環境を充実するため、スポーツ教室の開催などについてプロスポーツ団体の参加協力を促進し

ました。 

 さらに文化財関係では、日本遺産事業として８月に牛久シャトー日本遺産フェスタを開催した

ほか、文化芸術課の職員が市内小中学生に対して総合的な学習の時間等を活用しての牛久シャト

ーについて学ぶ機会の提供を積極的に実施しております。 

 なお、令和４年度は神谷傳兵衛没後１００年という節目の年であったことから、愛知県西尾市

との交流が深められ、牛久シャトーにおける新商品開発等にも寄与することができたと考えてお

ります。 

 以上が令和４年度決算の概要でございますが、詳細につきましては御質問にお答えする形で所

管課長より説明をさせていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 教育委員会所管について、質疑のある方は御発言願います。水梨委員。 

○水梨委員 よろしくお願いいたします。 

 まず３７２ページ、「小学校のＩＣＴ環境を管理する」という項目と、これちょっと同じにし

ていいのか分からないんですけれども、３８４ページで、こちら中学校のＩＣＴ管理に関しても

なんですが、これは別質問で、小学校と中学校なんですけれども、項目が別々なので、一緒にし

ていいのかどうか。内容は同じです。 

 では同じで、小学校と中学校両方ともちょっとお伺いしたんですが、タブレット端末のことだ

と思うんですが、こちらは生徒１人に対して１台配付をしている、管理をしているということだ

と思うんですが、もうちょっと詳しく教えていただければと思います。 

○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 おはようございます。学校教育課の北島です。よろしくお願いいたします。 

 ただいまの水梨委員の御質問にお答えいたします。３７２ページの「小学校のＩＣＴ環境を管

理する」、それと３８４ページの「中学校のＩＣＴ環境を管理する」というふうなところですが、

いずれも学校のＧＩＧＡスクールでタブレット、あとはインターネット環境を整備したというふ

うなところの事業でございます。 

 ３７２ページの小学校のＩＣＴのほう、こちら３７４ページになりますが、１０の２の２の１

２の委託料のところのシステム保守というところで、これ小中同様になるんですが、ここの部分

でネットワーク環境の保守だったり、あとはタブレットの運用保守ということで、小学１年生に

新しく入る子というのは、小学６年生の卒業した子のタブレットをまたいろいろ中身を更新して

使っていただくというふうなことをしているんですが、そういった運用保守などをこちらのほう

の委託で行っているというふうなところでございまして、１３番の使用料賃借料のところがタブ

レットのリースというふうな形になっております。タブレット、そういった環境整備については、
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令和２年のＧＩＧＡスクール構想の下で整備を行っておりまして、今現在、タブレットにつきま

しては学習用タブレットとして生徒たちに約６，９００台、教師用として４００台ほど整備して

おりまして、合計で７，３００台ほど整備しているところでございます。タブレットを使っての

授業というふうなところでは、教室のほうで使うわけなんですが、グループ学習だとかそういっ

たところでタブレットの画面を映したものを先生が主導で指導するに当たっては大型モニターと

いうものが必要になってまいりますので、そういった大型モニターも全校のほうに整備をしてお

りまして、そちらが２９０台ほど普通教室等に整備をしているといったところでございます。 

 そのほかにもデジタル教科書、そういった先生たちが使う教科書についてもタブレットを使っ

て指導するという形になっておりますので、そういったところについてもライセンスの購入など

をして、先生たちがふだんから子供たちにしっかりとタブレット、デジタルを使った教育ができ

るような形の環境を整備してきているというふうなところでございます。 

 それと、令和２年から整備したところで、パッケージソフトウエア、今回の議案のほうにも契

約の締結を上程させいただいているんですが、そちらのほうでも授業支援ソフトだったりウイル

ス対策ソフト、あとは子供たちが御自宅でもタブレットを使って学習できるように自習支援ソフ

ト、そういったものも併せてこれまで整備をして３年間使い続けてきているというふうな状況で

ございます。 

 私のほうからは以上です。 

○藤田委員長 水梨委員。 

○水梨委員 ありがとうございます。再質問になります。こちら学校で端末を使っていらっしゃ

る、それに合わせて牛久市では、多分教育の仕方が学び合いと言ってみんなでグループで学習を

したりする中でのタブレット端末の使い方、どういった使い方をしているのかというのと、あと

は家に持って帰って来てタブレット端末を家に持って帰らせる、その持って帰らせるその頻度、

これ実体験なんですけれども、うちの子供が小学校１年生、２年生で今２年生なんですけれども、

１年間、２年間でタブレット端末を持って帰ってきたのが、夏休みに持って帰って来て、ではい

ざ開いたというのが多分１０回ないくらいだと思うんですよ。なので小学校でどのくらいタブレ

ット端末を使っているのか、１年生、２年生がそんなに使っていないのであれば、そもそも１年

生、２年生分のタブレット端末必要じゃないんじゃないかというところをちょっとお聞きしたい

ので、お願いします。 

○藤田委員長 指導課長。 

○河村指導課長 おはようございます。指導課長、河村でございます。それでタブレットの使い

方ということで、まず中学校のほうは子供たちも操作に慣れていることもあるので、かなり使用

頻度は高くなっています。利用の仕方としては、パワーポイントというのを作成したりスライド

を作成したり、あとは検索をして、自分の知りたい情報を得たり様々な使い方はしています。委

員さんがおっしゃった低学年については、これは小学校のほうがやはり使用頻度というのが低い

状況がありまして、その中でも特に低学年については、やはり落として壊してしまったりとか操

作が慣れていないというところもあったりして、正直なかなか進んでいないところもあるかなと
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は感じています。ただ、植物の観察で植物の写真を撮影したりとかそういった簡単な操作なんか

では活用しているかなというふうに思っています。 

 それから、タブレットの持ち帰りについてもやはり何というんでしょう、遊びながらというか

使わないと操作の能力というのは向上しないとは思うので、指導課としてもタブレットの持ち帰

りのほうを推進していただきたいということで、４月に文書のほうを作成して学校のほうには配

付はしています。ただ、やはり現場の声を聴くと持ち帰って壊してしまって、結局修理が物すご

く時間がかかるところもあるので、みんなでそろって使えないような状況になってしまうという

ようなデメリットもあったりして、常時持ち帰りというのはどちらかというと長期休業期間が多

いかなというふうには思っています。自宅で使ってもらうためには、やはりある程度課題を子供

たちに投げかけないと難しいところもあるので、その辺の自宅に持ち帰ってタブレットを使って

課題を解決するというような宿題の出し方なんかはこれから検討していく必要はあるかなと思っ

ています。 

 一方でかなり自宅にパソコンであったりタブレットとか持っているお宅も多いので、例えばド

リル学習のようなものもソフトとして入れているんですけれども、タブレット持ち帰らなくても

パスワード入れれば自宅のパソコンでできるような状況にもあるので、その辺が持ち帰らせなく

てもいいというような状況にもなっている要因かなとは思っています。 

 すみません、長くなりました。以上です。 

○藤田委員長 水梨委員。 

○水梨委員 ありがとうございます。低学年に関しては、本当に使用している感じが本当にない

状態ですので、その保険に入って落としてしまって壊してしまうであったりとかもそういう保険

とかも多分予算に含まれていると思うんですけれども、使っていく方向で進めていくのか、牛久

市の学び合いに合わせて低学年に関してはタブレット端末を支給しないで３年生、４年生から中

学年くらいから使用させていく方向にしていくのか、牛久市の方向性になると思うんですが、新

教育長に合わせてなっていくと思うので、その辺もうちょっと僕たち見ていきますので、よろし

くお願いいたします。 

 僕からは以上です。大丈夫です。 

○藤田委員長 質疑がある方は御発言願います。伊藤委員。 

○伊藤委員 よろしくお願いいたします。 

 では３点伺います。 

 まず３７２ページの０１５１とその上の０１０５も同じ項目で、小学生通学用ヘルメットを配

付する、こちらなんですが、これ同じ項目があるんですけれどもどういうことですかというのと、

あと令和４年の実績を伺います。現実的に何個配付しているとか、あと壊れたりしていることと

かもあるのかどうかなどお願いします。 

 次２点目に、３６０ページの０１１１、「いじめ・不登校対策を推進する」というところで、

どんな対策をされたのか伺います。 

 ３点目が４１４ページの０１３５、「訪問型家庭教育支援を実施する」ということで、令和４
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年の活動内容を教えてください。 

 以上です。 

○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 伊藤委員の御質問について、ヘルメットの部分についてお答えいたします。

３７２ページのところにある０１０５と０１５１、いずれもヘルメットを配付するというふうな

ところなんですが、まず０１５１のほうにつきましては、こちらは令和４年度に配付しているも

のになります。というのも本来であれば令和３年度に購入をして令和４年度にヘルメットを配付

するというふうな形を取ってきているところなんですが、この令和３年度のヘルメット購入に当

たって、当時いろいろ検討していたところ、コロナ禍の影響というふうなものもちょっとござい

まして、ヘルメットが大量に用意することがちょっと難しいというふうな話が途中で出ました。

というのも、令和元年にヘルメットのほうを導入して、保証期間が３年というふうな形になりま

すので、当初お配り１年生から３年生にお配りした方が令和４年度になると４年生から６年生に

なるというふうなことの部分の量と、あと新しく入ってくる新１年生の分というふうなものがご

ざいますので、合わせてかなりの量がちょっと発生したというところで、そういうところで令和

４年度に購入したというふうなことでの決算なんですが、こちらの内訳としましては令和３年度

中に１年生、新しく入る１年生の分７６８個、こちらについては令和３年度内で配付を完了させ

ていただいているんですが、残りの４年生から６年生分、こちらが２，３５２名分配付をしてい

るところなんですが、こちら１月頃に発注をすれば令和４年の６月頃には保証期間内というふう

なところなんですが、配付ができるというふうな確認が取れていましたので、その６月頃に配付

を完了しているというところでございます。 

 それと上の０１０５というのが、今お話した前年度に用意して翌年度に配付するというところ

で、こちらが令和５年度分に１年生と４年生の分を配付したというふうなものになってございま

して、こちら１年生と４年生合わせた数字になりますが、令和５年度分として１，４１６名のヘ

ルメットを配付したというふうなところでございます。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 指導課長。 

○河村指導課長 それでは、御質問あった「いじめ・不登校対策を推進する」について御説明い

たします。 

 大きくどちらかというといじめの対策のほうが大きくなっています。そして未然防止の観点、

それから早期発見、それから早期解決、それから関係機関との連携ということで御説明します。 

 まず未然防止としては、中学校のほうで講師を招いてのいじめ防止のための授業というのを実

施しています。具体的には子供たちにいじめの映像を流してあなたはこのいじめを止めますかと

か止めませんかというようなことを質問したりしながら、いじめ問題について子供たち自身に考

えさせるような授業をしています。 

 それから早期発見に向けては、この事業の際にスタンドバイというアプリを子供たちに紹介し

ています。このアプリはスマホでもパソコンでもなんでもダウンロードできるんですけれども、
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そこにいつでも自分の悩み事であったりそういったことを入力して相談することができます。こ

れについては教育委員会のほうで回答を打っているような状況になります。こちらのほうはほか

の相談窓口というんでしょうか、幾つか県南地区にも相談できる窓口があるんですけれども、そ

ういった電話番号なんかも一緒に伝えて、いつでも子供たちがＳＯＳを発信できるような環境づ

くりに努めております。 

 それから早期解決に向けてということで、いじめ問題専門委員会というのを開催して、各学校

で実際に起こったいじめの内容について、委員の皆様に御意見を頂戴して学校の対応が適切だっ

たかどうかというのを検討していただいています。 

 委員の皆様は、例えば警察署の人であったりスクールソーシャルワーカーの方であったり、市

の福祉部の方であったり人権関係の方であったり、そういった方にお願いして学校の対応につい

て検証していただいて、学校の指導力というか解決力の向上に努めています。 

 それから最後、関係機関との連携ということで、いじめ問題対策連絡協議会というのを年に１

回開催しています。こちらはいじめ問題専門委員会で来てくださっている上部機関の例えば警察

署長さんであったりとかそういった方々を集めて、牛久市の取組について御説明をして御意見頂

戴して大きな事案があったときにはすぐに連携できるような体制のほうをつくっております。 

 私からは以上になります。 

○藤田委員長 生涯学習課長。 

○糸賀生涯学習課長 生涯学習課、糸賀でございます。よろしくお願いします。 

 私のほうから訪問型家庭教育支援を実施するの令和４年度の取組について、簡潔に御説明させ

ていただきます。 

 まず令和４年度につきましては、２つの種類の御家庭の支援をさせていただきまして、１つが

不登校の児童生徒のいる保護者の方の御家庭、もう一つが外国籍の児童生徒のいる保護者のある

御家庭ということになっております。令和４年度の実績でございますが、まず不登校支援につき

ましては、小学校４家庭、中学生で３家庭で７家庭、外国籍につきましてはブラジル国籍、ペル

ー国籍、中国籍などの家庭などで１６家庭支援をしていただいております。 

 実際支援に当たっていただいておられますのが、牛久市訪問型家庭教育支援員さんという方に

なりまして、この方たちは市で委嘱任命させていただいているんですけれども、実際スクールア

シスタントですとか、それから民生委員さんですとか青少年相談員をされている方ですとか、あ

とは教員免許を持っている大学生の方などがこちらの支援に当たっていただいておりまして、そ

れぞれの家庭の悩みにつきまして相談に乗っていただいたり、また外国籍の家庭につきましては

通訳をやっていただいたりという支援をしていただいて、このいろんな事例につきまして、牛久

市訪問型家庭教育支援協議会というのを協議会の委員は１１名いまして、学校長、それから指導

課長、子供家庭課長などが多岐にわたって入っているんですけれども、その方たちでいろんな事

例を聞いて全庁的に横断的に連携しながらできることはないかということ、さらに協議していく

ということを年に２回くらいやらせていただいておりまして、そういった形で令和４年度はやら

せていただいた、以上でございます。 
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○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 すみません、ただいま伊藤委員の御質問でヘルメットの壊れているかとい

うところで、すみません、答弁が漏れており失礼いたしました。 

 実際に学校からこういったことで壊れたというような逐一の御報告というものがいただいてい

ないところなんですが、以前はヘルメットをかぶって登校して学校に着いたら子供たちがヘルメ

ットを管理するときにはランドセルの中に入れているというふうな現状がちょっとございました

が、そのときにヘルメットを頭のサイズに合わせられるようなアジャスター機能が着いているん

ですけれども、そのランドセルに入れる際にそういうアジャスターが壊れてしまったと、そうい

った事例があったということは過去に御報告をいただいております。ただ、そういったことは学

校のほうを通じてこちらの委員会にもありまして、そのときにはそういう管理の仕方だとアジャ

スターが壊れてしまうということで、保護者等については周知を行ったというところと、学校の

ほうでも保管場所、そういったところを整備いたしまして、今現在そういった故障というふうな

話というのが多く寄せられているとかというふうな、そういった状況ではないというふうなとこ

ろでございます。 

 すみません、以上でございます。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。磯山委員。 

○磯山委員 私のほうは３６２ページなんですけれども、０１１２です。「おくの義務教育学校

で特色ある教育活動を推進する」というのがあって、これ多分英語の事業、英語のことを力入れ

るということだと思うんですけれども、そちらのほうの成果といいますか、やっていてどんなよ

うな感じになっているのかということと、あと今後も英語だけというものであるのであれば、そ

れにだけついてやっていくのかどうか、その辺のところをちょっとお伺いできればと思います。 

○藤田委員長 教育委員会次長兼教育企画課長。 

○吉田教育委員会次長兼教育企画課長 教育企画課、吉田です。よろしくお願いします。 

 特色、幾つか挙げてはいるとは思うんですが、英語ということで今御指摘ありましたが、例え

ばなかなか成果というのは目に見えてというのは難しいかなとは思うんですが、１つ英語検定合

格者数というのがありますので、そちらについては一定程度の成果が出ているというふうに考え

ております。導入当時は大体２０人台ぐらいの合格者数だったんですけれども、５０人台から４

０人台というふうに増えていますので、そういったところは成果としては挙げられるかなという

ふうに思っております。 

 それとＡＬＴもおくのについては、ほかの学校は１人であることに対しても２人体制で指導を

手厚くやっておりますし、クラスも２つに半分に分けて少人数、さらに少人数できめ細やかな指

導のほうをやっていると。 

 また海外との交流、ユネスコスクールとしての外国との交流というふうなものも、毎年国を変

えてやっております。令和４年度は、インドの学校と交流していたと。 

 それから、ブリティッシュヒルズという英語研修、全て生活を英語で行うような研修も宿泊を

伴う研修というのも行っておりまして、これも継続するというふうに伺っております。英語につ
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いてはやはり一番力を入れていると、特色の一つとして今後も力を入れていくというふうに学校

のほうからも伺っております。 

 以上です。 

○藤田委員長 磯山委員。 

○磯山委員 ありがとうございます。先ほどもちょっともしなければないであれなんですけれど

も、先ほども言いましたように英語以外、例えばおくのの特色というとまた自然ということにな

るんでしょうけれども、何かそんなようなことで考えていることないしは今後先生方も交えて考

えるというような予定はありますか。 

○藤田委員長 教育委員会次長兼教育企画課長。 

○吉田教育委員会次長兼教育企画課長 失礼しました。要するに古い集落が多いものですから、

地元の人との関わりを厚くしていくということも含めて、また文化的な面、長く地元に伝わる祭

りを実際に体験したり、それから昔古民家の再生ということで、アサザさんと共にプロジェクト

なんかを組んで、そちらの再生について子供たち自身が考えるといった地元のそういった環境を

古い地元の方々のお話を聞いたりして地元について学ぶといったことをやっておりまして、新た

なということはちょっと明確に聞いてはおりませんけれども、これまで継続していた自然とそれ

から文化といった関わり、地元の方々との触れ合いを通しての地元で地元の教材を活用して学ん

でいくというような学習は進めていくというふうに伺っております。 

 以上です。 

○磯山委員 ありがとうございました。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。甲斐委員。 

○甲斐委員 よろしくお願いします。３点です。 

 まず３８４ページ、私もちょっとおくのなんですけれども、一体型校舎を建設するということ

で建設に当たって事前に説明会が行われたという話でしたね。その中でどのような質疑内容や検

討事例の要望があったのかという内容確認を取りたいのと、担当課としてそれに対してどう対応

されたのかという質問が１点です、まず。 

 それと４４２ページ０１１２の「スポーツイベントを支援する」の決算なんですけれども、う

しくっ子体力向上プロジェクト実行委員会補助金のこれの事業内容を細かく教えていただきたい

のと、その予算をどのように使われたか。またその事業について、人数がどれぐらい参加があっ

てどのような効果が生まれているのかを確認します。 

 あと３点目といたしまして、ちょっと決算数字見つけ切れないんですけれども、維持管理の観

点からプールなんですけれども、市内の、この間工事案件で議会案件になりましたけれども、私

以前、一般質問の中で当時の教育長は、プールは今後集約していくというふうな答弁いただいて

いるんですよ。その中で、新たにまた塗装工事を行われて一体どっちなんだと、具体名出しちゃ

うと私の在住する学区の岡田小は汚いままじゃないですか。その辺が全然ばらけていて町の方向

性が見えない。その辺どう考えるのか、市長も変わられたので沼田市長とその辺の学校の維持管

理の部分の方向性をどういうふうな話をされたかないしは話合いがあったのか、教育長不在なと
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ころで申し訳ないんですれけれども、担当課としてどういうふうに所見を持っているかお伺いし

たいと思います。 

 以上３点でございます。 

○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 甲斐委員の御質問についてお答えいたします。まずおくの義務教育学校の

件になりますが、昨年令和４年の６月４日に行いましたおくの義務教育学校の建設に関する市民

説明会では、保護者や地域の方々２３名の方に御出席をいただいたところでございます。それで

その説明会では、今後の施設一体型の義務教育学校を進める上で必要な学校、必要な学習環境の

整備について広く意見を求めるというふうなことを目的としまして、基本設計がまとまった段階

で建物の配置計画であったり、あと教室の平面計画などについて御説明をさせていただきました。

その中でいただいた御意見の主なものといたしましては、工事中の騒音対策や遊びの広場、既存

校舎の前になるんですが、そちらの広場の芝生化するといったもの、あとは体育館についてなん

ですが、音響設備の改善、そういったものの御意見をいただきました。さらに説明会後にはＱＲ

コードを使った意見聴取というふうなものも行っておりまして、その中では学校内新しくできる

学校の中の駐車場台数、そういったものは増やしていただきたいとか、あと自転車で登校する生

徒用の雨具を干せる場所、そういったものも整備してほしいというような意見がございました。

それで当然いただいた御意見については１００％盛り込むことができるかというと、なかなかち

ょっと全部を盛り込むということはちょっとできないところもございまして、ただ極力そういっ

た貴重な御意見を取り入れた設計にするということを基本にいたしまして、その後の実施設計を

行ってきまして、その中では仮囲いで工事の音をなるべく軽減するといったことや遊びの広場、

こちらを芝生化するということ、また、体育館の音響設備についても改善していくと。さらには

駐車場のほうは８０台確保できるというふうな確認が取れましたので、そういったものも実施し

ていくと。そういった形でいただいた御意見につきましては、今後の工事の計画という形で立て

ているというふうな状況でございます。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 教育委員会次長兼スポーツ推進課長。 

○高橋教育委員会次長兼スポーツ推進課長 おはようございます。スポーツ推進課、高橋です。

よろしくお願いいたします。 

 甲斐委員からのスポーツイベントを支援するうしくっ子体力向上プロジェクト実行委員会補助

金の使途、それと目的、それと参加人数、その効果ということなんですけれども、まずこちらの

プロジェクトの実行委員会のほうなんですけれども、昨今、子供たちの体力の低下というのが結

構叫ばれている中で、やはり健康にこれから過ごしてもらうためには、ある程度の体力というの

は必要なんじゃないかというところから、この小学校のうちから体力をやはりつけていただきた

いというそういったところの中で、特に今回は小学校５年生の体力測定の結果からだったんです

けれども、投げる能力というのが全国的に昭和６０年をピークに１０メートル近く低下している

と。これ体力テストの結果からなんですけれども、背景がやはり外遊びがなかなかできなくなっ



 - 52 - 

てきたり、コロナもあったりというのもあったと思うんですけれども、あとはテレビゲームです

とか屋内での活動が多くなってきたと、そういったところから、投げる能力が著しく低下してき

ている、この投げるという動作自体にいろいろな活動に関わる体の使い方というのが入っている

んじゃないかということで、今回その投げるということに特化した体験型のプログラムを今回令

和４年度開催をしたところになります。こちらにつきましては、学校の体力測定５月に毎年開催

されているかと思うんですけれども、そのあとにその結果を受けた子供たちに対して参加の募集

の案内をさせていただきまして、ただこれは子供だけの参加ではなくて、親のほうにも参加をし

ていただきたいということでアナウンスのほうをさせていただきまして、令和４年度につきまし

ては１６組の親子に参加をしていただきました。内容として様々なスポーツ、野球、投げるから

野球だけというわけではなくて、投げる動作ということでバトミントンをやってみたりテニスを

やってみたり、要はボールを遠くに飛ばすとか要はそのときの体の動きというのを全員に全10回

ほどプログラムを開催をいたしました。その中で子供たちの自己肯定感であったり運動有能感、

できるできないというところも含めてなんですけれども、子供たちが自身の中で目標を定めて、

それに対してどうアプローチしていくかというところをメインに考え、その中で少しでも体力の

向上というのがつながるようなプログラムとしてさせていただきました。効果としてなんですけ

れども、最後に振り返り会というのをやりまして、その中では子供たちのほうにつきましては、

やはり投げることができるようになったというところ、あとは投げる動作を行ったことで、それ

が100％つながったかは分かりませんが、走ることも早くなったとかそういったところにつなが

ったというところで効果はあったのかなと。プラス親にも参加していただきました。親のほうは、

やはり子供に対しての見る目というのが大分変わったと。運動、外で運動しない子イコール運動

が嫌いな子というふうに考えていたところが、このプログラムに参加したことでそうではなくて、

実際に子供たちがどのようにアプローチすればよかったのかが分からなかっただけで、実際にや

ってみたらそういった面が大きく変わって、実際には外遊びが好きになったとかそういったとこ

ろで成長が見られたということを振り返り会のほうでいただいておりましたので、一定の効果と

してはあったのかなというふうに当課としては考えております。 

 以上です。 

 ごめんなさい。あと、補助金としていただいた使途なんですけれども、今回の今御説明したそ

のプログラム費用ということで使わせていただいたところでございます。 

 以上です。 

○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 すみません。プールの件でちょっと答弁が漏れておりました、すみません。

委員おっしゃるとおり、これ令和５年度にプールを行うということで昨年度から小学校５校につ

いて、プールの塗装工事というふうなのを行ってきております。今そういったプールの塗装工事

を行った小学校５校については、自校でプール学習ができている状況でございます。ただ、小学

校については岡田小学校とおくの小学校が自校でプールができていないというふうな状況がござ

いまして、これはプールの老朽化というふうなことが原因となっておりまして、今現在ひたち野
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うしく小学校のプールを利用しているというふうなことでございます。 

 中学校については以前から市民プールを使っての授業というふうなことを行ってきておりまし

て、現在もそういった学習を続けてひたち野うしく小学校のプールを使っているというふうなと

ころでございます。それでプールの学校のプールの集約化というふうな部分についてなんですが、

実際にプールを各学校で行っているところを常温でプール授業を行っているということでいきま

すと、６月から夏休みに入る７月下旬ぐらいまでというふうな１か月少しのちょっとの授業時間

というふうなところだけでちょっと考えますと、プールに関しての維持補修費、そういったもの

をちょっと今後継続して確保してやっていくというようなところでいきますと、なかなかちょっ

と難しいというふうなところの認識は持っているところでございます。今後のほうについてなん

ですが、そういった財政面であったりあとは各学校のプールの稼働率、そういったところを基に

拠点校を決めてプールを集約化していくというふうなそういった方向性を、今現在課内のほうで

は検討しているというふうな形でございます。ただ、ちょっと具体的にどこの学校を拠点にする

のかというふうな、そういったところまではちょっとまだ進んでいないというふうなところがご

ざいまして、まず市内５校の塗装工事を行って、ちょっと予想ですが、しばらくは四、五年はそ

ういった工事によってプールができるだろうというふうなところを考えておりますので、その期

間内では方向性というものは決定していきたいというふうには考えております。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 教育部長。 

○吉田教育部長 プールの件で沼田市長との意見交換はというお話がございましたので、そちら

私のほうから大きくですけれども、まだ市長が就任されてすぐ議会ということの日程もありまし

て、具体的なそういったお話はまださせていただいている機会はまだありません。答弁調整の中

で一部意見調整交換をさせていただいたプール関係のことについてという段階です。プールにつ

きましては、先ほど担当課長のほうからありましたとおり、今ある学校のプールを修理して５年

間ぐらいは少なくても使える状態をキープすると、それは多分ここ５年ぐらいにおくの義務以外

で統合するような人口の減りはないというように、児童数の減りはないというふうに見込んでお

ります。今出生している子供の数はデータとしてございますので、ゼロ歳児から５歳６歳児まで。

その子供たちがそのまま住んでいるという前提、もう引っ越しもない、入ってくるのもないとい

うふうに考えた上で、十分今ある学校教育の環境で５年間は学校教育ができるだろうということ

の想定から、プールの改修をさせていただきました。ただ５年以降１０年先２０年先の話になり

ますと、これはまた違う問題ですので、そういうことに関しては担当課長から申し上げましたと

おり、プールを集約して拠点校方式でやっていくということを考えて検討しているということで

ございます。単純に概算ですが、プールは１つ造ると大体今の相場で２億から３億ぐらいかかり

ます。そのプールを造って実際に授業として使う期間というのを考えますと、どうしても２か月

ぐらいの程度の時間となるということで、全国的に昭和４０年代等には各学校１個のプールとい

うのが当たり前のように整備されたんですが、それってこれからの時代ではどうなんだろうとい

うことが全国で今議論になっておりまして、まさに牛久市も同じような問題を抱えているという
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ふうに認識してございます。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 甲斐委員。 

○甲斐委員 プールの問題含めた学校教育におけるハード面の問題は、多分これからも続いてい

くのかなと私は思うんですけれども、たまたま今回プールという形で具体的なものを一つ挙げま

した。それが何かやはり拠点化していくというのはすごく理解しましたので、前段答弁ですと、

この場じゃない、市の施設というふうに何となく認識していたんですけれども、どの学校である

のかとか現時点では答えられないということであったんですけれども、理解はさせていただきま

した。 

 ちょっと意見になっちゃうんですけれども、たまたま私が岡田地区に住んでいるからこういう

話がよく出る話なんですけれども、やはり教育のハードの部分であったりソフトもそうなんです

けれども、各学校、通う学校によって差があるのというはちょっとよくないと思うんですよ。前

から私申し上げているんですけれども。例えば学校の先生もそうですよね、その辺は教育委員会

の皆さんはちょっと申し訳ないですけれども、気を使ってもらって、やはり平等なその教育を受

ける努力をしていただきたいなと思うところであります。私も指示支援はします。それは御要望

ではなく、何となく意見です。 

 再質問に入ります。今の件じゃなくて１点だけです。 

 スポーツイベントの最後に答えていただいたその費用の用途、プログラム費用は何ですかとい

う質問です。 

○藤田委員長 教育委員会次長兼スポーツ推進課長。 

○高橋教育委員会次長兼スポーツ推進課長 お答えいたします。プログラムの費用ということで

筑波大発のベンチャー企業であるWaisportsジャパンというところがあるんですけれども、そち

らにこのプログラムに対しての指導者の派遣のほうをお願いいたしましたので、そちらの費用に

なっております。 

 以上です。 

 その指導者来ていただいた指導者は、延べ人数ですと８人とかになるんですけれども、そうい

った方に来ていただいて指導、申し訳ございません、各回ごとにいろんな種目をやったものです

から、すみません、８人とお答えしましたが、それ以上の人数に来ていただいています。すみま

せん。申し訳ございません。 

○藤田委員長 教育部長。 

○吉田教育部長 すみません、初めての試みだったので、私１回目からほとんど現場確認してい

るのでちょっと御説明させていただきますと、例えば今日はテニス、次回はバレーボール、次は

クリケット、その次はサッカーというふうに子供たちいろんな競技を体験してもらいながら、体

の動かし方をまず身につけてもらおうみたいなプログラムなんですね。そうするとバレーボール

のときには五、六人のやはりスタッフがいたり、テニスのときにもやはり子供たち１６人ですけ

れども３面ぐらいのコートで、打つ人指導する人なんてあるので、やはり平均毎回五、六人ぐら
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い、そのほかに事務局のような請負元といいますか、全体をまとめてきてくださるスタッフも二、

三人来ていますので、そういった方がずっとやっていきました。 

 最終的には、これはプロスポーツの連携の中で日本ハムファイターズとの協定というのを牛久

市も結ばせていただいていますが、その関係もありまして日本ハムファイターズのアカデミーの

講師の方が、最後に投げるという動作のことをきちんと教えてくれて、それで子供たちに目標を

持たせるというのは、個人個人遠くへ投げたいのか早く投げたいのか、ストライクを投げたいの

かという選択も子供たちにさせたんですね。その結果、自分はこういうふうになりたいんだ、だ

ったらこういうところに気をつけて投げなさいというような指導をしてもらいました。その成果

をイースタンリーグの試合の始球式にくじ引で選ばれた男の子が１人投げる、でもほかの子供た

ちもいるので、全員がそういう場が必要なので終球式という形で、終わった後、お客様が帰っち

ゃった後なんですけれども、関係者の方とか保護者の方がみんな見守る中で、一人一人早く投げ

られたね、遠くへ投げられたねというのをみんなで見守ったということをやらせていただいたと

いうのが、このプロジェクトでございます。一応簡単ですが、そういったことを区長会のタウン

ミーティングの中でちょっと御紹介させていただいたり、４月１日号の今年の広報誌なんですけ

れども、ちょっと御紹介をさせていただいております。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。杉森委員。 

○杉森委員 おはようございます。よろしくお願いします。 

 ３２ページの一番下の運動公園施設使用料というところなんですが、３施設ごとの金額は書か

れているんですけれども、それぞれの例えば多目的広場使用料ですとかテニスコートの使用料と

か、そういう個別のあれが書かれていないゼロ円という表記でなっているわけですけれども、こ

れらについてはどのくらいの収入があったのかというのをお聞きしたいと思います。そういう統

計をしていないということなのかどうかということも含めて、お聞きしたいと思います。 

 それから、３６４ページ一番上です。０１１５、「部活動指導員を派遣する」ということです

が、今この指導員というのは何人に増えたのか、また学校数はどの程度なのか、またその部活を

やっている部の数はどうなのか、またそれらをどういうふうな部活の指導をしているのかという

ことと、それとあとこの部活の指導員については何か目標みたいなものをつくってやっているの

かどうかということも質問をいたします。 

 それから３７２ページ、先ほどヘルメットの問題が出たんですが、ほかのところを見るとちょ

っと中学校のヘルメットは出ていないみたいで、支給できなかったということなのかどうかとい

うことを１つお聞きしたいのと、あとヘルメットの単価、それがどのように変わってきているの

か、この間の数年の変遷の状況をお示しいただきたいのと、あと入札なのかどうなのかというの

はよく分かりませんけれども、入札あるいは相みつを取っているということなのか、その辺の状

況をお示しいただきたいと思います。 

○藤田委員長 教育委員会次長兼スポーツ推進課長。 

○高橋教育委員会次長兼スポーツ推進課長 杉森委員の御質問にお答えいたします。こちら３２
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ページの下のほうから３４ページにかけてということで、例年これまでですとこの使用料につき

ましては、それぞれの項目で歳入として挙げさせていただいておりました。令和４年の４月に納

付書、この歳入を切る際に歳入の伝票と納付書を一緒に切って、会計課にお金を持っていくとい

う作業だったんですけれども、この納付書の取扱いで手数料が上がってしまった、上がってしま

うということが会計課のほうからお話がありました。それまでは１枚１１円の手数料だったもの

が２２円になると、倍になるというお話をいただきましたので、それであればうちのスポーツ推

進課のほうが毎日のように伝票を切っていたものですから、かなりの枚数になるということで相

談を受けたので、今回この歳入の項目としてはそれぞれの牛久運動公園の使用料、おくの運動広

場の使用料、牛久運動広場の使用料ということでまとめて同じ項目で、それぞれ運動公園であれ

ばメインアリーナの使用料であったり、テニスコートの使用料であったり、それを歳入の伝票を

切る際には一つにまとめて切らせていただいて、１枚の納付書で済むようにさせていただきまし

た。これが同じ日であっても、これまではテニスコートの使用料で納付書が１枚、メインアリー

ナの使用料で納付書が１枚という形だったものですから、それをまとめさせていただきました。

その結果、令和３年度なんですけれども、スポーツ推進課で納付書のほうを発行していた枚数が

１年間で２，２８５枚ありました。これを今申し上げた方法に変えたことで、令和４年度は２１

４枚に削減することができました。金額としてはそこまで大きな金額ではないんですけれども、

２，０００枚ちょっとの削減ができて２万２，０００円ちょっとの手数料の削減というのができ

たというところです。ではまとめてしまって歳入してしまって、それぞれを見ていないのかとい

うことなんですけれども、それは伝票を切る際に摘要欄に全てどの部分で幾ら、どの部分で幾ら

というのは入れてあります。課としてもそれをまとめてございます。一例を申し上げますと、牛

久運動公園の使用料、ここに決算書上１番からいきますと、多目的広場、こちらにつきましては、

年間で３６万５４０円の歳入があったと、テニスコートであれば６８７万８，５１０円というこ

とで歳入があったと。こういった形で、全てそれぞれの施設ごとの数字というのは課のほうで押

さえているということにしております。一応歳入の項目につきまして、今回ゼロになったという

部分に関しましての説明のほうは以上となります。 

○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 杉森議員の御質問にお答えいたします。ヘルメットのほうにつきまして、

まず中学生のヘルメットのほうの決算がないというところですが、小学校のヘルメットを配付し

た導入のいきさつにつきましては、当時大阪のほうの児童がブロック塀等の事故、そういったと

ころが悲惨な事故がございまして、通学途中の歩行で歩いて登校する子供たち小学生を守ろうと

いうふうなところで、小学生に対してのヘルメット配付というふうな導入をちょっと行いまして、

中学生については、昔から自転車で通学しているというふうなところの観点がございましたので、

自転車に乗るものについては自ら乗ってというふうなことになりますので、ヘルメットは中学生

まで対象というふうな形は取らず、これまでも小学生だけ配付というふうな形を取ってきたとこ

ろでございます。 

 それと、ヘルメットの単価になりますが、すみません直近のちょっと数字になりますが、令和
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４年度の子供たちに対して配付したときのヘルメットは１個当たり税抜で３，５５０円になりま

して、令和５年度に配付した子供たちにつきましては、ちょっとコロナだとか物価高騰、そうい

ったものの影響がちょっとあるということで、ちょっと若干高くなりまして税抜で４，２００円

になっております。それと購入方法につきましては、これまでも金額が高いこともございますの

で、指名競争入札というふうなことだったと思います。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 指導課長。 

○河村指導課長 部活動指導員のことについて、御説明いたします。まず令和３年度からスター

トしておりまして、最初は下根中学校のほうで男女バスケットに部活動指導員を配置しました。

令和４年度につきましては２つ増やして、牛久三中に男女柔道部の指導を担う方、それからおく

の義務のほうに女子ソフトテニスを担う方を配置しています。ちなみに今年度は牛久一中のほう

に合唱部を担う方、それからひたち野うしく中学校にバレー部を担う方を配置しています。特に

下根中学校では、バスケット未経験者の先生が顧問だったので、この部活動指導員を配置したこ

とによって非常に精神的にも時間的にも負担軽減が図られて、時間外勤務のほうも減少したとい

うことは聞いています。 

 それから目標といいますのは、この指導員の方々の目標という意味でしょうか。各学校の部活

動では成果目標じゃないですけれども、例えば新人戦で優勝しようとか、総合体育大会でベスト

４目指そうとかというようなそういった成果目標があったり、運営の目標としてはみんな仲よく

とか一生懸命とかそういったのがありますので、こちらの指導員の方々はそういったことを加味

して運営のほうをしていただいているかなと思います。指導課の職員が何とか顔を出して運営の

様子なんかも見ていたりはしています。 

 以上になります。 

○藤田委員長 杉森委員。 

○杉森委員 最初の運動施設のあれについては、そうすると数字はあるということなので、それ

は公表できるということなんですね。それは後ほど、一覧みたいな形でお願いしたいと思います。 

 それから今の部活の指導員の問題は、なぜ目標というふうに聞いたのかと、別にそれを導入し

てどこまで目標、例えば全国大会出ようとかそういう目標を掲げるかどうかということではなく

て、各学校からどの程度そういう要望が出ているのかとか、あるいは生徒からも要望出ているか

というふうなことを踏まえて、私が勝手に想像したのは、ただ財政的な問題だとか人的な問題も

いろいろあるから、一遍に人数はそろえられないということで、じゃあ少なくとも何人ぐらいは

何とか努力して、そういう指導員を集めようというふうな目標があるのかどうかというふうな、

そういう意味合いの目標です。それがあるのかどうかという、あればどういうふうな状況なのか

というのを、また学校からの要望がそういうふうに多いのかどうかという状況も少し教えていた

だければというふうに思います。 

 それから、先ほど指名競争入札ということでしたので、今年の場合だと何者あったのかという

ふうなことをお示しいただきたいと思います。 
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 以上です。 

○藤田委員長 指導課長。 

○河村指導課長 すみませんでした。まず目標としては、各学校に１名は配置していきたいとい

うふうに考えていて、残すところ南中だけになっているので、そちらのほうに来年度は配置して、

まず全校に１人配置して、その効果等を検証していければというふうには思っています。 

○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 すみません、ヘルメットの件の指名競争入札で何者だったかというすみま

せん、ちょっと今手元に資料がなくて、すみません何者だったかというふうな形でちょっとお答

えできない形で、すみません、申し訳ございません。 

○藤田委員長 指導課長。 

○河村指導課長 学校からの要望ということ、すみません、答弁漏れてしまいました。学校から

はお願いしますという声はあるんですけれども、結局人材のほうが見つからない、放課後夕方の

時間とかの指導にもなりますし、土日しか来てくだされない方もいらっしゃるので、やはりこの

人材確保というのが難しいです。今配置しているのは、皆さんボランティアであったりそういっ

たので関わってくださった人が、今配置されているような状況にありますので、配置したくても

やはり人材のほうがなかなか見つからないというような状況があります。 

○藤田委員長 ここで暫時休憩といたします。再開は１１時２０分といたします。 

午前１１時１０分休憩 

 

午前１１時２０分開議 

○藤田委員長 再開いたします。 

 質疑のある方は御発言願います。柳井委員。 

○柳井委員 それでは一つお願いします。３９４ページ、「市内の埋蔵文化財を調査する」とい

うことなんですが、どこを調査したのかということとその成果、それから委託でやったんだと思

うんですが、どんなどういうところに頼んで、市の職員はその際立ち会っていたのかどうかも含

めてお願いします。 

 以上です。 

○藤田委員長 文化芸術課長。 

○木本文化芸術課長 文化芸術課、木本です。よろしくお願いいたします。 

 今御質問のありました「市内の埋蔵文化財を調査する」につきましては、市内の埋蔵文化財包

蔵地いわゆる遺跡でございますけれども、そちらで計画された民間開発事業を中心に事業者の調

査費等の負担を軽減するとともに、工事の実施を円滑に進めるため、また牛久市域では約１８０

か所の埋蔵文化財包蔵地が確認されているわけですけれども、そちらにつきまして文化財保護法

に基づき適切に保存活用するため、国庫補助金を活用して事業のほうを進めさせていただいてお

ります。 

 令和４年度の実績としましては、まず窓口照会件数が４４０件、その後、文化財保護法に基づ
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き文書による埋蔵文化財の有無を確認する文書の照会件数が１６５件、さらに埋蔵文化財包蔵地

内での開発に伴う文化財保護法第９３条及び第９４条の県への届出件数が１４件となっておりま

す。 

 以上が事務手続になるわけでございますが、実際に埋蔵文化財包蔵地で確認する試掘確認調査

件数は、令和４年度は１９件実施させていただきました。また、範囲とか開発面積が極端に狭い

という理由で、そういうケースは電柱の建設等になるんですけれども、そういう工事立会いの件

数は１４件、合わせて試掘確認調査で３３件実施させていただいております。 

 試掘確認調査の原因別ですけれども、一番多いものとしましては太陽光発電設備の設置に伴う

もの、また、個人住宅の建設、ともに７件で最も多くなってございます。あとは建て売り住宅建

設が２件、道路改良工事が２件、あと畑地の拡張などが原因として挙げられます。 

 また、試掘確認調査の遺跡別でございますが、東林寺城跡、中世戦国時代の城跡、新地町にご

ざいます東林寺城跡、あと牛久町にございます桜塚遺跡、こちら縄文時代、古墳時代の遺跡でご

ざいますけれども、こちらが一番多くてともに４件ずつとなっております。ほかには牛久町で正

源寺の北側にあります縄文時代の遺跡であるオオナガレ遺跡や６号バイパスの取付け部分、牛久

町のほうの周辺にありますコマサマダ遺跡など市内全域で確認調査のほうは実施させていただい

ております。 

 調査の結果、本発掘調査に至るケース等はございませんでした。また、委託の内容につきまし

ては、基本的には試掘確認調査のときに小型の重機をレンタルしますので、そちらのほうのレン

タルの費用、こちら市内の業者に連絡させていただいております。そちらの費用と、あとは埋蔵

文化財の確認調査のときの作業員、こちらシルバー人材センターからのシルバーの派遣と、市内

の遺跡から出てきました埋蔵文化財の整理作業というものを行っておりますので、そちらの整理

作業もシルバー人材から職員を委託してやっておりますので、そちらの委託経費というふうにな

っております。 

 以上になります。 

○藤田委員長 柳井委員。 

○柳井委員 想定しているよりも詳しい説明、本当にありがとうございます。市の職員、本当に

陣容そろってきてなんというんですか、家を建てるときとか山林に太陽光発電のあれで随分調査

増えたようですけれども、そういう際に、以前はノーチェックで随分進んでやられていたのが、

市の職員がだんだんだんだん整ってきて必ずチェックするようになったところを私も随分気づい

ています。本当に安心して見られるようになりましたので、感想を述べさせていただきました。

ありがとうございました。 

 以上です。 

○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 すみません。先ほど杉森委員からヘルメットの入札の参加者数、ちょっと

すみません、お答えできなかった件なんですが、こちら入札、５年度購入した分のときには５者

の入札の参加が指名競争入札を行いまして、内訳としましては市内が４者、市外が１者という形
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で行っております。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。水梨委員。 

○水梨委員 ３点ほどよろしくお願いいたします。３９２ページ、０１０２「文化財を保護継承

して活用する」、実際中身は３９４ページ、こちらの負担金補助及び交付金の中のワイン文化、

日本遺産協議会とシャトーの事務所の負担金なんですが、こちらのほうもうちょっと詳しく教え

ていただきたい。シャトーなのになぜというところですかね、お願いします。 

 続きまして、３７４ページ、「小学校の空調施設を更新する」の項目がこちら２項目あります。

中学校に関してはこちら１項目しかないので、なぜ小学校だけちょっと２つに分かれているのか。

あと金額の面でもちょっと小学校のほうだけ１，０００万ぐらいちょっと高かったので、なぜな

のかというところ、その辺をちょっと詳しく教えていただければと思います。 

 続きまして、最後３点目の質問になります。４０２ページです。０１１９「子ども会育成会を

支援する」、詳細はその次のページ４０４ページになるんですが、子ども会の補助金５８万円に

対して、今、市内にある現状の子ども会の総数とあとその年々の補助金の推移、あと今後どうし

ていきたいかというその辺教えていただければと思います。 

 よろしくお願います。 

○藤田委員長 文化芸術課長。 

○木本文化芸術課長 文化芸術課、木本です。 

 先ほど御質問いただきました「文化財を保護継承して活用する」の負担金の部分について私の

ほうから御説明させていただきます。 

 まず負担金の内訳ですが、ワイン文化日本遺産協議会の牛久市の負担金が２，２００万円とな

っております。昨年度、事業につきましては令和３年度の文化庁の繰越し事業が１件ございまし

て、そちらの事業の実施とあと令和４年度の文化庁からいただいている、あと観光庁の旅行企画

商品の造成事業など、牛久市と甲州市で実施したものの事業につきまして、牛久市の負担金を２，

２００万円支出させていただいた形になっております。もう１個の牛久シャトーの事務所の負担

金につきましては、４２８万７，８８７円でございますけれども、牛久シャトーの事務所に文化

芸術課の文化財グループが勤務しておりまして、そちら事務所、牛久シャトー株式会社と共用で

使っているんですけれども、そちらの電気代、水道代、清掃代、ごみ処理代、あとコピー機とか、

あと電話の集線装置ＭＤＦ等が設置されているんですけれども、そちらで電話回線を牛久シャト

ー株式会社と文化財グループに分けているんですけれども、そういうもののレンタル料とか、あ

とは来客、事務所に文化財グループの、先ほど柳井委員から御質問があった埋蔵文化財関係の業

者さんの来客したときの有料駐車場の使用料の減免費などを計上させていただいている形です。

大体月額で約３６万円を事務所の使用負担金として、使用料に基づいて案分した費用でお支払い

させていただいているような形となっております。 

○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 水梨委員の空調の件についてお答えいたします。まず３７４ページのほう
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の「小学校の空調施設を更新する」という２つというふうなことなんですが、まず下の０１５１、

こちらの「小学校空調施設を更新する」につきましては、令和３年度に国の補正を受けましてそ

れで繰越しを行って令和４年度に工事を実施したというふうな内容になっております。そのとき

に行った学校というのが中根小学校、牛久小学校、あと岡田小学校と神谷小学校になってござい

ます。中学校の空調施設、３８４ページのほうにつきましても同じような補正を受けて行ってい

るところでございまして、中学校のほうについては牛久一中、牛久三中、あと下根中と南中学校

ですね。こちらのほうの空調工事を行っているというふうなところでございます。 

 小学校のほうの１，０００万ほど高いというふうなお話なんですが、こちらの０１０１の１，

２００万ほどの部分についてなんですが、こちら今後、まだ小学校の中で空調機を更新しなけれ

ばいけない学校がございまして、工事に係る設計、こちらを４年度のほうで行ったというふうな

ところでございまして、令和６年度以降で牛久小学校であったり岡田小、あと二小と中根と向台

と５校の更新をちょっと予定しておりますので、そちらの工事に係る実施設計、そういった経費

となっているものでございます。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 生涯学習課長。 

○糸賀生涯学習課長 生涯学習課です。よろしくお願いします。 

 まず子ども会に加盟されている団体なんですけれども、市子連加盟団体の子ども会の数で３２

団体でございます、現在。昨年度は３９団体ありましたが、現在は３２団体でございます。 

 補助金の推移でございましたが計算式がございまして、団体掛ける５，０００円ということで

支給をさせていただいている関係で、数にもよるとは思うんですけれども、ちょうど令和４年度

はコロナ禍で当初予算は、例えば突きつけたものの返還があったということがございました。各

子ども会で主だった活動ができなかった関係で、予算はつけましたが返還されてしまったという

ことがございますので、令和５年度はまたこの５８万円よりも多く予算を計上してまいりたいと

考えております。 

 最後に今後の取組でございますが、その前に推移、子ども会の加入率なんですけれども、ちょ

うど例えば１０年前の平成２５年ですと７０％ぐらいの加入率があったんですが、令和４年度で

すともう既に３８％ぐらいになってしまっているということで、これはやはり子供さんが少なく

なってしまって、輪番制ですとその保護者の方の負担が、例えば役員をやる回数が増えてしまっ

たりとかそういうことで、子供たちのためというよりかは保護者の方の負担が大変だからという

ことで、なかなか加入率が減ってしまっているところがありますので、今令和５年度は役員さん

たちと事務局で、何とかその子ども会に入ってみんなでやってみようということで、啓発のため

にフリーマーケットをちょっとやってみたいということで、令和５年度計画中でございまして、

それに子ども会に入っていない子供たちも参加できるという形にして、子ども会は楽しいから一

緒にやってみようよということで、ＰＲですとか啓発をしながら少しずつお母さんたちの輪を広

げていって以前のところまではいかないかもしれませんけれども、子供の学びのためにぜひこの

子ども会を存続させるべく事務局も一緒になって取り組んでいきたいと思っております。 
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 以上です。 

○藤田委員長 水梨委員。 

○水梨委員 ３つの質問、全て詳しく分かりましたので大丈夫です。ありがとうございました。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。出澤委員。 

○出澤委員 お願いします。 

 まず１点目、３５２ページ、０１１０「学校教育の環境を整える」とありますが、これは具体

的にはどういったことなのか、ちょっと伺いたいと思います。 

 それと、続いて３５６ページの０１０５「スクールアシスタントを派遣する」ですが、このス

クールアシスタントというのはどういった定義で、これ合計で何人くらいいらっしゃるのか、ま

た各校どれくらい配置されているのかというのを教えてください。以上です。 

○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 出澤委員の御質問にお答えいたします。３５２ページの０１０１の「学校

教育の環境を整える」なんですが、こちら決算額として１，１００万ほどございますが、こちら

学校教育課の中に会計年度さんとして事務職員が３名、それと用務員、各学校を全校回って学校

でなかなか草刈りとか作業等が行き届かないところがございまして、そちらを補助するというふ

うな方が２名いらっしゃいまして、失礼いたしました、そちらではないですね。一般事務の方だ

けですね。一般事務の方についてそういった３名いらっしゃるんですが、この方たちが給食料の

事務だとかそういった形のものをちょっと行っておりまして、そちらの方たちの人件費というよ

うなものとなっております。 

 それとそのほかに需用費の中で自動車燃料だとかこういった経費がございますが、こちらはす

みません、今お話した用務員さんたちが車で各学校に移動する際のそういったときに使う作業車

的なもの、軽トラックのようなものなんですが、そういったところに係る費用でございまして、

あとは修繕とかそういったものはそういった作業の際、草刈り機等を使用しますので、やはりち

ょっと使用頻度によっては壊れたりとかもございますので、そういった修繕、そういったものの

経費でなっております。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 指導課長。 

○河村指導課長 それでは、スクールアシスタントについてお答えします。まずやっていただい

ている業務は、学校業務の補助ということになります。教室の中でＴ２という副担任のような形

で授業支援をしたり、ちょっと障害を持っている方の子供たちのサポートであったり、また先生

たちの業務の手伝いというんでしょうか、印刷であったり作品の掲示であったりそういった業務

を担っていただいています。特に教員免許等を求めてはいません。地域の方々等です。人数的に

は昨年度６９人で各学校に配置しているのは学校規模もあったり配慮を要する子供たちの人数と

かにもよるので、ばらばらなんですけれども、大規模校で配慮を要する子が多かったりすると１

０人配置したり、少なければ中学校なんかは少な目なんですが、２人とか３人ということで学校

の規模とそれから配慮を要する子供たちの人数等によって配置しているところです。 
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 以上でございます。 

○藤田委員長 出澤委員。 

○出澤委員 環境整備をするというところで一般事務の方だということですけれども、用務員の

方というのはまた、用務員の方は入っていらっしゃらないということでよろしいんですよね。 

○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 すみません、失礼いたしました。こちらのほうは用務員も入っております。

ですので、一般事務と用務員、両方でございます。失礼いたしました。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 出澤委員。 

○出澤委員 ありがとうございます。それとスクールアシスタントのほうも各校において配置さ

れている人数ばらばらだという理解ですが、ほぼ全ての学校に配置はされているという理解でよ

ろしいでしょうか。 

○藤田委員長 指導課長。 

○河村指導課長 全ての学校に配置されています。 

○藤田委員長 出澤委員。 

○出澤委員 ありがとうございます。私からの質問は以上になります。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。杉森委員。 

○杉森委員 ４０６ページの児童クラブ、０１２９をお願いします。今職員数がどのくらいにな

っているのか。それで特に会計年度の方と派遣の方がおられるようですけれども、それぞれにつ

いてどの程度なのかというのをお聞かせいただきたいと思います。 

 それと児童数が今はどのくらいなのか。これ５年前と比べると、コロナの前、どのくらい変わ

ったのかというところをお示しいただきたいと思います。 

 それから、４１６ページの０１３８、民間児童クラブですけれども、民間児童クラブ、今クラ

ブ数がどのくらいあるのかということ、減っているのか増えているのかということも含めてお願

いします。あと児童数についてもお願いしたいと思います。 

○藤田委員長 教育委員会次長兼教育企画課長。 

○吉田教育委員会次長兼教育企画課長 お答えします。まず公営のほうの児童クラブです。今の

というふうにおっしゃいましたが、令和４年度でよろしいんでしょうか。それとも現時点のほう

がいいですか。そしたら今年度の児童クラブの人数は市の任用、会計年度任用職員は１００人で

す。人材派遣は８名です。それと子供たちの人数でよろしいでしょうか。これも今年度でよろし

いでしょうか。１，１５９人、今年度です。それと５年前、令和元年度でよろしいでしょうか。

１，３９２人が５年前ですね。民間の児童クラブにつきましては２つです。これはここ数年変わ

っておりません。これも今年の人数ですが、１つは３８人、もう一つは２人ということになって

おります。 

 以上です。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。遠藤副委員長。 
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○遠藤副委員長 それでは３点お願いいたします。 

 まず初めに３５０ページ、０１０５「奨学金条例に基づき就学を支援する」、７５９万円です。

認定付属資料では６２ページにありますので状況は分かるんですが、家庭によりまして格差も出

ているという昨今、進学を考えている子供たちの将来を閉ざすことのないような補助金、年額で

は一般では１２万円と交通遺児が６万円ということなんですが、今物価高騰でこの補助金の在り

方が今後やはり考えていかなければいけないんではないかと思います。その辺の考え方、それと

学校長の推薦とか成績優秀など大変条件が厳しいんではないかと考えるんですけれども、限られ

た財源ということでいつも答弁ではいただくんですが、やはりそういう子供たちの将来を考えた

らこの辺のことをもう少し今後、４年度についてはこの金額ということなんですが、ぜひその辺

の補助金の拡充についての考え、それを伺いたいと思います。 

 それと３５６ページの０１０６、きぼうの広場の管理運営、２，２４２万８，０００円なんで

すけれども、いじめ・不登校対策と連携をしながら子供たち児童、生徒の居場所づくりに取り組

んできたと思うんですが、４年度の事業、その効果について。 

 それときぼうの広場だけでなく、他の施設、これを通うことで出席扱いとか先生との相性など

で不登校になるということも言われているんですが、今回付属資料にもあります増えている理由、

その辺をどのように考えているのか伺いたいと思います。 

 それと３７２の０１０２、小学校では要保護、準要保護、それから３８２では中学校の要・準

要保護、この２つの内容なんですが、共通するのでお聞きしたいと思います。これ生保の基準、

牛久たしか一般質問でも出ていると思うんですが１．１５という大変低い基準がずっと続いてい

るんですね。生保の基準というのが変わると、就学援助にも影響してまいりますので、牛久のこ

の基準の見直しの検討、それと市独自の助成についてどうなのか。多くはやはりボーダーライン

の世帯、それがやはり増えているんじゃないかと思います。ただ、資料請求しましたところ前年

度より減っているというふうなことも分かるんですが、その辺のことについて伺いたいと思いま

す。 

○藤田委員長 教育委員会次長兼教育企画課長。 

○吉田教育委員会次長兼教育企画課長 それでは奨学金の件でお答えいたします。奨学金の対象、

厳しいという今御意見、お話、お言葉ありましたが、実はかつては成績優勝という条件があった

んですけれども、条例改正をいたしまして、現在は熱心に頑張っている、励んでいるという表現

にいたしましたので、基本的にはある程度条件に合えば生活状況というんですかね、所得という

のか、そういった状況が合えば基本的には学校の先生は推薦してくれるのではないかなというふ

うには思っております。 

 それと、額についてはもちろん昨今の物価高騰の件はありますが、額ということも継続的に見

直しをしておりまして、平成２９年度から額も上げております。昨今の状況も踏まえて額につい

ても、今後も当然継続して考えてはいきたいというふうには考えております。 

 情報提供につきましても、学校の先生を通して誰に情報提供するとかそういうのではなくて、

全校生徒、全校児童に情報を提供するように本当に今ＩＣＴの時代ですけれども、きちんと一人
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一人にペーパーを渡して、親御さんの手元に届くような努力は我々としてはしておりますので、

情報提供としては行き届いている、アナログですがそれが一番届くのかなと思いましてそういっ

たことはやっておりまして、そういった援助が必要な御家庭にはなるべく届くような方策を、今

これからも続けていきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

○藤田委員長 指導課長。 

○河村指導課長 きぼうの広場のほうの御説明を差し上げます。まず令和４年度の効果というこ

とで、希望の広場には適応指導教室といいまして、コミュニケーションに課題があるようなお子

さんたちが通っています。昨年度は小学校の方が４名、中学生が１２名で１６名の方が通ってお

りました。特に中学生の中で通っていた６名の生徒たちは全員何とか高校のほうに進学すること

ができています。断続的に通ったりしている子たちも４６名ほどおりまして、その中の３４名の

ほうは定期的に学校に通ったりすることができるようになりました。 

 それから広場以外のほかの施設ということで、中央図書館なんかでも学習することは可能なん

ですが、やはりそこに通うということがなかなか御家庭にとっては難しいようで、継続的に使用

している生徒というのはいません。それから不登校が増加している理由ですけれども、まず学校

に通うことのみが目的ではない、社会的自立が大切だというような考え方が国から打ち出されて

いるので、学校に通わなくても自分なりの生活が送れればいいというふうに思っているお子さん

であったり、保護者の方たちもいらっしゃるんじゃないかなとは思っています。それからそうい

った状況もあり、その中でコロナがあって、具合が悪いときには無理して登校しなくてもいいで

すよというようなアナウンスしていますので、さらに登校しなくてもいいというんでしょうか、

登校しなくてもいいというような認知のほうが広がっているということも要因ではないかなと思

います。ただ、議員さんがおっしゃったように友人関係であったり、先生との関係であったり、

そういう部分は必ずあると思いますので、コロナやそういった国の方針のせいにせず、やはり学

校の中でしっかり居場所をつくって、子供たちの幸せづくりを推進していきたいというふうに考

えています。 

 以上です。 

○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 遠藤委員の要保護、準要保護に関する御質問にお答えいたします。まず対

前年度比で、令和４年度の認定数につきましては若干減りましたけれども、４５８名を認定して

ございます。減っているというふうなところにつきましては、前年度と認定率については６．

８％ということで、同じような形で結果的には若干減ってはいるところではございますが、極端

に減っているというふうなところまではいっていないのかなというふうな認識は持っているとこ

ろでございます。それで、ただ、人数がちょっと減ってしまったというふうなところについては、

そのままにはせずに要保護制度につきましては、これまでも保護者全員の方にお手紙等、児童生

徒を通してお渡しして、回答について申請するかしないかといった回答なんですが、保護者の方

全員から確認をしているところでございます。そういったことを周知を、各保護者の方にも今後
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も徹底していきたいというふうなところと、ただ学校のほうからちょっとお話があったのが、対

象世帯の中で申請書類、そういったものをちょっとそろえたりするのが難しいというふうなお話

も実際届いております。ただそういったところについては、必要な書類についてはどうしてもこ

ちらのほうとしても所得、そういったもので判断させていただくところなので、粘り強くちょっ

とお話をしていきたいというふうに思っているんですが、審査する側のほうでも、書類について

は必要最小限にするような改善というふうなものもしていきたいというふうに考えております。 

 それと市の独自の検討というのは費目ということかと思うんですが、令和４年度に、新たに御

家庭でオンライン学習ができるＧＩＧＡスクールとかそういったもの始まっておりますので、オ

ンライン学習に係る通信費というふうな支援を追加しているところでございます。これにおいて

は、それなりに小中学校ともに申請はいただいて、前年度に比べますと２００万ちょっとですか、

金額等については増えているというふうな状況でございます。費目等のほうの検討というふうな

ところなんですが、準要保護については国庫補助金でカバーされているというふうなところがご

ざいまして、助成項目については学校教育課のほうとしても当然把握しているところでございま

す。児童生徒がその学校に通うに当たって今が必要最低限なものでカバーされているというふう

なところで考えておりますので、現時点で特に費目等、そういったものの拡大というものは考え

ておりませんが、ただ、他市町村の状況などというふうなものは確認していきたいと思っており

ます。 

 最後に生活保護基準の１．１５についてなんですが、ほかの市町村等のそういった倍率的なも

のもありますので、高いとか低いとかというふうなところはあるとは思いますが、先ほどもお話

しした認定率、そういったものもまだ大きく変わっていないというふうなところもちょっと踏ま

えまして、現時点ではこちらのほうを変えるというふうな考えは持ってはおりませんが、ただ、

今後のコロナ禍とか物価高騰とかそういったものもございますので、状況が分からないところも

あるものですから、近隣の市町村の状況というものは注視していきたいというふうに思っており

ます。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 遠藤副委員長。 

○遠藤副委員長 先ほど奨学金条例の認定附属資料６２と言ったんですけれども８２ページでし

た。間違えました。この中で、やはり今、成績優秀という前はあったんですけれども、そういう

のはもう少し進学の希望のある方については、学校長の推薦があれば可能性あるということなん

ですが、一応この前、奨学金条例のときには何ですか、一般財源を入れながらそれを拡大をして

きたというのは十分分かるんですが、この金額の年額１２万円というのは、月に直すと１万円で

すよね。それをこれ見ますと４月から９月という、それから前期後期というか、そういう２回に

分けて助成を行っているということなんですが、やはりこの辺、今の現状から物価高騰というこ

とでいろいろとほかのいろいろな国からもありますので、この辺というのは、やはり市としても

ぜひ今後検討をぜひ考えていただきたいということを申し述べます。財源についてということも

あるかもしれませんけれども、今、牛久は決して財源が厳しいという状況ではないと考えますの
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で、その辺についてはぜひ検討をお願いしたいと思います。 

 それと、きぼうの広場なんですが、他の施設ということを私申し上げましたけれども、牛久で

把握しているほかの施設というのが、どういうのがあるか伺いたいと思います。小学生、それか

ら中学生１２人、１６人が令和４年度ということなんですが、必ず子供というのはやはり先生の

影響というのを大変受けるということも、いろいろなことから判断できると思うんですね。学校

に行かなくてもいいという御家庭の中で、そういう考えも出ているということも考えますが、や

はり先生としてあとまた学校、市として、やはりなぜこういうふうに不登校になっていいという

のは、決して理由としては考えられませんので、その辺は市としてやはり保護者との関係をぜひ

深めていただきたいということなんですが、市ではどういうようなことで保護者と、それから一

番は子供だと思うんですが、子供に対してどういうふうに考えていっているのか、その辺もう一

回確認をしたいと思います。 

 それから要保護、準要保護ですが、牛久、生保基準の１．１５、これずっと変わらないんです

ね。これは変わらないけれども、ほかの項目で牛久は独自でやっているんだというのがずっと答

弁であったんですが、お隣の龍ケ崎市はこれが１．３なんですよね。ですからちょっと上げるだ

けでもこの制度に関わる家庭が増やすことができる。それは学校給食費の未納というか、そうい

うものもこの附属資料の中にもありますので、そういう家庭への援助というかな、そういうこと

も含めますと、やはりこの辺については検討していくべきだと思いますが、この辺、先ほどこれ

については今までどおりだというお答えだったんですが、その辺をもう一度考えていただきたい

ということ。 

 それと市独自の今回はオンラインのそれが項目が入ったということなんですが、実際に全ての

家庭に入っているのかどうか、その辺で何件が対象になっているのかを伺いたいと思います。こ

れ、小学校中学校ともにお答えください。 

○藤田委員長 指導課長。 

○河村指導課長 お答えします。市内の学校以外の学びの場ということで把握しているのは、平

日というか昼間もやっているところは２つ把握しています。それから放課後デイサービスという

んでしょうか、そういったところを２つ、計４つを把握しているところです。 

 それから、子供との関係性ということですけれども、１つは子供同士の絆づくりが非常に大事

だというふうには考えていますので、牛久市ではこれは今、全国そうですが、協同的な学びとい

いまして、子供同士が関りながら課題解決を進めていくという事業づくりを推進して、とにかく

子供同士をつなげて、信頼関係のほうを持たせていきたいというふうに考えています。 

 保護者に対しても、本当になかなか相談できないというようなおうちの方もいらっしゃるとい

うことなので、そういった方々へ相談しやすいような環境づくりというんでしょうか。そういっ

たことも力を入れていって、やはり保護者の方と協力体制ができなければ、子供のことをよりよ

く育成することはできないと思いますので、そういったところを意識して学校づくりを進めてい

ければと思います。 

 以上です 
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○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 遠藤委員の再質問にお答えいたします。 

 まず生活保護基準の１．１５の点につきましては、確かにお隣の龍ケ崎さんが１．３だとかあ

と守谷市さんのほうもたしか同じぐらい、１．３ぐらいだったというような近隣のそういった数

字については認識しているところでございます。ですが、先ほどもちょっと申し上げているとこ

ろですが、今現在認定率、そういったものというふうなもの、変わらないというふうなところも

ございますし、あと援助の方法、入学準備金、そういったものが入学する前に必要というふうな

ことなので、そういった必要な方には必要なタイミングでお渡しできるようなそういった努力も

今後引き続きしていきたいというふうに思っております。 

 それとあとオンラインの件数になりますが、令和４年度の実績でお話ししますと、小学校のほ

うが７９件、中学校が９５件で合計しますと１７４件というふうな状況でございます。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 遠藤副委員長。 

○遠藤副委員長 すみません、先ほどもう一度言おうと思っていたんですが、就学援助の申込み

のときの申請書類、必要な書類がそろえられない、そういうようなこともあるのでその辺の改善

をしていきたいという、たしか御答弁があったと思うんですが、そういう方々に対してやはり学

校の援助というのが必要になってくる。もしかしたら市の援助も必要かもしれないんですが、そ

の辺の対応はどういうふうにされているのか、その辺を確認をしたいと思います。 

○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 学校のほうの援助がどういうふうな点かというふうなことなんですが、申

請書類のほうが足りないといったちょっと難しいというふうなお話をいただいたのは、実は学校

のほうから直接、多分雇用証明とかそういったものを取り寄せるとかそういったことだと思うん

ですが、実際には学校のほうから保護者等についてそういった御相談があれば、すぐに学校教育

課のほうに連絡をいただくようにというふうなことはお話はしております。それと、これまでも

そういった就学援助、学校給食費の未納の方とかもいらっしゃる中で、未納についていらっしゃ

れば就学援助制度、そういったものを申請していただくと、そういったところについての相談に

ついても学校のほうもしっかりと寄り添って対応してきていただきたいというふうなことをお話

ししておりますので、学校側のほうではそういった方々にちゃんとよく見てお話もしていただい

ているというふうな状況でございます。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 甲斐委員。 

○甲斐委員 １件お願いします。３７８ページの中学校管理運営の全体の中の内訳なんですけれ

ども、３８２万とかという賃借料が発生しているんですけれども、これモップ借り上げ、自動車

借り上げ、宿泊借り上げと借り上げなんですけれども、これの内容を教えてください。 

 それと翌ページの３８２ページ、上の段の１８番、交付金の９番、大会出場とあるんですけれ

ども、これちょっと私個人的にもお聞きしていたんですが、これどういう大会の実績で対象にな
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るのかというのと、現行でどれぐらい出ているのか。１８万４，４００円に対してのその中身を

教えてもらいたいということですね。条件とあとその内容ということで、以上２件、同科目です

みません、しつこくて。お願いします。 

○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 甲斐委員の質問にお答えいたします。３８０ページの中学校管理運営する

のモップ賃借料、こちらについてそれぞれの借り上げがどういったものなのかというようなこと

なんですが、まずモップ借上料というものはこれは小学校中学校ともになんですが、学校の体育

館だったり廊下だったりを清掃するために、モップを民間企業のほうでレンタル、借り上げると

いうふうなことを行っておりますので、そちらに係る経費でございます。自動車借上料というの

は、中学校については部活動がございまして、県南総体や県南新人戦、そういった大会会場に出

向く際に公用バスでは全てできませんので、民間バス、そういったものを借り上げるといった経

費でございます。 

 ３の宿泊施設の借上料につきましては、たしか牛久一中とか合唱部、そういったのが全国大会

等に参加する際に大会期間中で宿泊する、そういった施設についての借上料というふうなことに

なっております。ちょっとすみません、そういったのがどういった部活動があるかというところ

については、すみません、今ちょっと手持ちに資料がなくて正確なことは申し上げられないんで

すが、そういった内容の費用でございます。 

 それと３８２ページの１８番の負担金のところの大会出場というところなんですが、こちらは

中学校の部活動における大会出場に伴う補助金というものを各学校各部ごとに補助金として支給

しているところでございます。支給している経費というものについては、基本的には参加費、あ

とプログラム代、それと交通費、あと宿泊費と全国大会とか関東大会以上のときにユニホームを

作成するといった場合には、そういったユニホーム代、そういったものを補助金として支給して

いるところでございます。すみません、ちょっと全ての学校がどういった件数があるか、すみま

せん、ちょっとそこの辺り、すみません把握していないんですが、主なものをちょっと申し上げ

ますと、令和４年度については牛久一中と牛久三中で卓球部がそれぞれ全国大会に出場しており

ますので、そちらの部活のほうにはこういった補助金を出しておりますし、牛久一中のあと合唱

部も同じように、全国大会に出ておりますので、そういった部活動に補助金を支給しているとい

ったところでございます。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 甲斐委員。 

○甲斐委員 そうするとさっきの自動車借り上げと宿泊と大会出場というのは大会と通常の部活

動で違うとは思うんですけれども、今の御答弁ですと宿泊施設借り上げにては具体例で一中合唱

部と出ましたけれども、これはもうあえてこういうふうに科目を分けて置いてあるようなことに

なるんですかね。大会という形であれば何となくここの全科目に宿泊とか入れていけば、要は全

国大会出場条件補助金みたいな形になると思うんですけれども、そういう感じではない、あえて

外している理由が何かあるのか、それだけ１点確認をしておきます。 
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○藤田委員長 学校教育課長。 

○北島学校教育課長 科目が、今お話しした大会出場にそれぞれかかる参加費とか交通費、そう

いったものについてはこちらの大会出場の参加費負担金というふうな形で支給しております。先

ほど申し上げました、そういった全国大会等に出場する部分の費用については、先ほど申し上げ

ました賃借料の宿泊施設借上料、こういったところで見ているというふうなところでございまし

て、こちらの大会出場についてはそういった参加費プログラム代、あと交通費、ユニホーム代と

かそういったものの経費となっております。 

 すみません、以上です。 

○藤田委員長 よろしいでしょうか。以上をもって、教育委員会所管についての質疑を終結いた

します。 

 ここで執行部説明員の入替えを行いますので、暫時休憩いたします。再開は１３時３０分とい

たします。 

午後０時１６分休憩 

 

午後１時３０分開議 

○藤田委員長 休憩前に引き続き、決算特別委員会を開きます。 

 認定第１号、令和４年度牛久市各会計歳入歳出決算認定についてを議題といたします。 

 保健福祉部所管について問題に供します。 

 執行部の方に申し上げます。決算認定に関する所管事項について説明を求めます。保健福祉部

長。 

○渡辺保健福祉部長 保健福祉部の渡辺です。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 保健福祉部所管の令和４年度一般会計決算について御説明いたします。 

 保健福祉部所管の一般会計歳出の決算総額は１２１億１，８１５万２，１７９円で、市全体の

３８．７％を占めております。前年度１３６億１，１４０万１，１２９円と比較すると、１４億

９，３２４万８，９５０円の減額となっておりますが、この大きな理由は令和３年度に全ての子

育て世帯を対象とした臨時特別給付金事業１３億７，１３９万円や、保健センターの空調改修工

事２億１，７６８万円があったことによるものです。 

 保健福祉部は、児童福祉や生活保護、障害者支援や介護サービス、医療、各種保健事業など多

岐にわたる業務の中で、ライフサイクル全般にわたり市民生活を支えております。その決算内訳

として、４つの視点から御説明させていただきます。 

 １つ目は、令和４年度の新規事業です。 

 まず、物価高騰関連として影響が大きい低所得世帯や福祉施設等への支援を実施いたしました。

事業として電気・ガス・食料品等物価高騰緊急支援給付金を支給する事業では、住民税非課税世

帯に１世帯当たり５万円の給付で３億１，９９７万５，０００円。介護施設、障害福祉施設、医

療機関、民間保育園及び幼稚園に対する総合緊急対策補助金事業として、保健福祉部全体で４，

９５３万４，０００円です。物価高騰対策以外でも新規事業として、こども家庭課の子ども家庭
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総合支援拠点を設置する事業で、子供の健やかな成長をサポートする場所の整備として、保健セ

ンター内の一部改修工事を２か年にわたり実施。その令和４年度分の支出は７５１万６，０００

円です。 

 次に、健康づくり推進課の出産子育て応援給付金事業を実施するでは、出産及び子育ての対象

者に１人当たり５万円の支給で２，５８６万７，０００円。また、乳幼児集団健診を実施する事

業の中で実施しました３歳児健診における視覚検査関連費用として２１４万４，０００円となっ

ております。 

 ２つ目として、新型コロナ感染症に関連する事業です。令和２年令和３年に引き続き、令和４

年度も変異株による感染拡大を繰り返す中で、国や県の方針に基づき、予防接種をはじめとした

予防対策や生活支援の給付金を実施してまいりました。その歳出総額は９億１，３３７万３，６

９９円で、前年度２６億７，２９８万５，４９３円と比較しますと１７億５，９６１万１，７９

４円の減額となっております。新型コロナ関連のうち生活支援対策としての歳出ですが、新型コ

ロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金を支給する事業及び住民税非課税世帯等に臨時特別給

付金を支給する事業で２億５，８４０万８，６５２円。さらに、子育て世帯への臨時特別給付金

を支給する事業や、低所得のひとり親世帯に対する生活応援特別給付金を支給する事業等で１億

５，４８８万３，４６８円、加えて保育園、幼稚園の給食費、給食食材費補助金で１，２５７万

８，４００円となっております。 

 次に、感染症予防対策としての歳出は、新型コロナウイルス感染症予防接種が４億７，７２２

万８，３９４円。保育園、幼稚園の感染予防対策が１，０２７万４，７８５円となっております。 

 ３番目として、多額の予算を要した事業について御説明いたします。まず、民間保育園の運営

を支援する事業ですが１９億９，７９６万６，０００円で、前年度比３，９７６万１，０００円

の増。 

 次に、障害者へ介護給付費等を給付する事業では１２億６，２５２万５，０００円で、前年度

比１億１，７３９万円の増。児童手当を支給する事業におきましては１１億８，２９６万円で、

前年度比７，０３３万円の減。生活扶助費を支給する事業におきましては８億９，４５６万３，

０００円で、前年度比１億３７６万１，０００円の減。医療福祉支給制度により、医療費を助成

する事業マル福におきましては、市単独分と県との共同を合わせて６億５，１８７万７，０００

円で、前年度比１，２４０万２，０００円の増となっております。 

 最後に４番目といたしまして、保健福祉部の特徴に関して御説明いたします。 

 保健福祉部は、牛久市における性質別扶助費の事業のほとんどを実施しております。保健福祉

部の令和４年度扶助費決算額は７３億７，９５３万５，０００円で、前年度比１２億３，６８３

万円減となっております。 

 また、保健福祉部決算総額の６０％を占めております。扶助費は義務的経費であり、その支出

が任意に節減できない経費であるため、部全体の事業費の圧縮に大変苦慮しております。また、

保健福祉部は医療介護事業を担う３つの特別会計繰出金を所管し、毎年度、法律で定められた一

般会計からの繰出金により事業運営を行っております。 
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 令和４年度の特別会計繰出金につきましては、まず国民健康保険事業特別会計繰出金が３億８，

２２２万３４１円で、前年度比２，２１７万１１３円の減。法定外のいわゆる赤字繰出しは、令

和２年度からゼロを維持しております。また、介護保険事業特別会計繰出金につきましては９億

４，６６６万２，０００円で、前年度比１，３５９万３，０００円の増。後期高齢者医療事業特

別会計繰出金は１０億４，２２８万２，３１７円で、１億９２７万８，５２７円の増。被保険者

の減少が続く国民健康保険とは対照的に、要介護の認定者、後期高齢者の増加に伴い介護と後期

高齢２つの特別会計は増加の傾向となっております。 

 以上、御説明させていただきましたとおり、令和４年度保健福祉部の決算につきましては、人

生１００年時代の到来に向けた高齢社会への対応、少子化に伴う子育て支援、障害者施策の推進、

生活困窮者対策、保健予防対策など市民生活に密着した各事業、さらに新型コロナウイルス感染

症対策事業など、感染拡大予防対策を様々に工夫しながら、限られた予算の中で最大限の感染予

防対策及び保健医療福祉サービスの推進を念頭に、執行させていただいたものです。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○藤田委員長 保健福祉部所管について、質疑のある方は御発言願います。水梨委員。 

○水梨委員 よろしくお願いいたします。まず１８６ページ、０１０４「敬老の日大会祝賀行事

を助成する」、今年度の５年度の予算には上がっておりませんでした。４年度の決算ということ

で多分もうなくなってしまうのかなと思いますが、それに当たり、市民のお声だったりとかそう

いうもの、何かいろんな意見がございましたと思います。それを少しでもいただけたらと思いま

す。 

 続きまして２４４ページ、０１１２「いばらきヘルスロードを普及する」なんですが、バッジ、

かっぱのバッジかなんかをお配りしているかと思うんです。僕も一生懸命今歩いているんですけ

れども、そのバッジがちょっとこの中に入っているのかどうか、その消耗品費の中に入っている

かどうかのちょっとそこをお伺いしたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼高齢福祉課長。 

○宮本保健福祉部次長兼高齢福祉課長 高齢福祉課、宮本です。よろしくお願いいたします。 

 「敬老の日大会祝賀行事を助成する」の御質問に、４年度決算の御説明を差し上げながら５年

度のところも御説明申し上げられたらと思います。まず４年度におきましては１８６ページにあ

ったところですけれども、基本的には１００歳の方へのお祝い金、それから米寿の方へのお祝い

金などの報償費のほか、行政区ですとか市内の特別養護老人ホームにおきまして、例えば何か式

典をやるですとか、記念品、お祝い品を配布するですとか、そういったときには市のほうから１

か所１行政区当たり３万円プラス７５歳以上の方、対象の方お１人当たり１，２００円という形

で交付金をお支払いいたしまして、式典ですとか祝い品のお渡しをしていただいているというも

のがまずございます。それが４年度だったんですけれども、今年度５年度からはそういったやり

方を改めまして、１００歳、米寿の部分は何も変わらないんですけれども、行政区ですとか市内

特養における式典や記念品の配布ということに対する助成金、交付金をお支払いせずに市のほう
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から直接お祝いの品を対象の方へ郵送でお送りしたというようなやり方に変わってございます。 

 こちらにつきましては、幾つか理由、事情あるんですけれども、やはり個人情報保護の問題で

すとか行政区の皆様の事務負担の軽減ですとか、あとは実施しない行政区と実施する行政区との

格差といいますか、そういったものを是正等々いろんな観点あったんですけれども、いずれにし

ましても今年度からそういった新しいやり方にしたところでございます。その上で新しくなった

やり方に対する市民の声や御意見はどうかという御質問だと思うんですけれども、まず記念品に

つきましては１，０００円分のクオカードをお送りしてございます。そちらにつきましていろん

なお声いただきまして、本当にありがとうございますと、もったいないことでございますので７

５歳のとき１回だけではいいんでしょうかというような御意見から、こういったものは一体どこ

で使えるんだと、どうやって使えと言うんだと、こんなものもらったってというもちろん御意見

もございました。 

 また、簡易書留、受取りに食い違い、間違いがあってはいけませんので、簡易書留で郵送した

んですけれども、当然これ在宅で判こを押していただかないと受け取れませんので、不在配達票

があったときに、郵便局とのやり取りがちょっとスムーズにいかないですとか、そういう受取り

に関する御意見、御要望もいただいてはおります。どちらかといえばやはり御意見くださる方と

いうのは失礼な表現かもしれませんが、いい御意見、好意的な御意見よりは批判的と申しましょ

うか、考えがちょっとというような御意見のほうが多かったところは正直なところでございます。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 健康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 ヘルスロードの完歩したときに差し上げるピンバッジについて、お

答えいたします。令和３年度にピンバッジを購入しておりまして、１２０個購入しておりまして、

令和４年度は在庫で対応ということで令和４年度は購入しておりません。 

 以上です。 

○藤田委員長 水梨委員。 

○水梨委員 ありがとうございます。ピンバッジというもの、完走した方、申請しに来られた方、

何名ぐらいいらっしゃったのか。お願いします。 

○藤田委員長 健康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 今ちょっと手元に資料がなくて、ちょっとはっきりお答えできませ

ん。申し訳ありません。 

○藤田委員長 水梨委員。 

○水梨委員 もし後日お分かりでしたら、ぜひいただきたいと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。出澤委員。 

○出澤委員 よろしくお願いします。まずは１８６ページ、０１０５「シルバー人材センターへ

の育成に対し助成する」とありますが、これはどういった内容か教えてください。 

 それと続いて１９４ページ、こちらは自立支援協議会費となっていますが２０万７，０００円
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の予算が計上されていますけれども、執行率ゼロとなっていますので、これ行われていないとい

う理解ですが、どういった理由があったのか教えてください。 

 それと最後に２１４ページ、０１０６「のぞみ園で指定管理者により療育指導する」というと

ころですが、のぞみ園に牛久市が求めている役割、この辺ちょっと詳しく教えてください。 

 以上となります。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼高齢福祉課長。 

○宮本保健福祉部次長兼高齢福祉課長 「シルバー人材センターの育成に対して助成する」の補

助金の内容といいますか概要という御質問だと思うんですけれども、まずシルバー人材センター

そのものが高齢者の豊かな経験を生かしまして、就業の確保、提供によって、生きがいと社会参

加の推進を図ると、生き生きとした社会生活が送れるようにするというまず目的、趣旨がござい

ます。その中で会員さんがいろんなお仕事を受けてなさるわけですけれども、やはりその中から

の事務費収入だけでは到底法人が立ち行かないということが、正直実情としてございます。冒頭

申しましたように、そういった目的がございますので、市としても当然公益にかなうと公益に資

するということで、運営のための補助金をお支払いしているということでございます。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 社会福祉課長。 

○石塚社会福祉課長 社会福祉課、石塚です。よろしくお願いします。 

 まず自立支援協議会でございますが、令和４年度は開催をしておりませんで、そのため執行率

がゼロになっておりまして、理由としましては、これちょっと言い訳になってしまうんですけれ

ども、各種の給付金関係の事務が社会福祉課のほうで行っていた関係で、どうしても障害福祉グ

ループと社会福祉グループ２つグループがあるんですが、そこから担当者を割り当てて、給付金

事務を行っていたということもありまして、昨年度は開催に至らなかったということになりま

す。 

 それからのぞみ園に関してですが、こちらは就学前の児童、障害のある児童の早期療養とあと

訓練、そういったところを重点的に行っている事業になりまして、まず保健センターのほうから

健診を通じて、ちょっと何らかしら発育に障害がありそうなお子さんをのぞみ園のほうにつない

で、そこで療育につなぐ小集団訓練とかいろいろメニューがあるんですが、そういった療育の訓

練をしまして、早期のうちに障害のある、障害のありそうな、あるような児童の療育に努めてい

るというような事業を主に行っております。 

 以上になります。 

○藤田委員長 出澤委員。 

○出澤委員 シルバー人材センターのほうには組織運営スムーズにいけるようにと、いくように

ということで調整されているというふうに理解しました。ちょっとこれどうなんだろう、質問し

ていいのかな。 

 来年度から、もう今始まってしまったインボイス、これの影響はかなり出ますよね。この辺多

分助成金かなり増やさないと運営できないんじゃないかとちょっと推察するんですけれども、そ
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の辺どう捉えていらっしゃいますかね。ちょっと所管違いかな。 

○藤田委員長 出澤委員は再質問はこの 1 問でよろしいですか。 

○出澤委員 この質問に関しては。 

○藤田委員長 シルバー人材センターのみの質問で再質は。（不規則発言あり）一括ですので。 

○出澤委員 ２つ目が自立支援のほう、協議会のほう。これは予算化していたので、開催する予

定だったと。ただ今おっしゃられたような理由で開催できなかったということで、これは今年度

以降も開催する予定ということでよろしいでしょうか。 

 すみません。最後のぞみ園さんのほうが、これは僕その発達に問題があるような方、児童が通

うスクールの方からちょっとお伺いしたんですけれども、のぞみ園さんのほうで施設への振り分

け等も行っているようなお話をお伺いしまして、それがつくば市と牛久市で３拠点ぐらいでスク

ールを運営されている方なんですけれども、つくば市のほうでは本当に受入れを断るくらい大変

なんだけれども、牛久のほうでは全く相談にもいらっしゃらないということで、適切に運営され

ているのかとちょっと御意見いただきまして、ちょっとそれを確認させていただきたいんですが。 

 以上です。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼高齢福祉課長。 

○宮本保健福祉部次長兼高齢福祉課長 シルバー人材センターにおけるインボイスへの対応の御

質問ですが、率直に申しまして別法人の内部のことになりますので、詳しくつぶさに承知してい

るということではございません。ただ耳にするところによれば、やはり影響は決して小さくない

ということで聞いておりますし、ただ１０月１日から新しい制度に切り替わったとはいえ何年か

この経過措置といいますか、軽減措置のようなものあるやに聞いておりますので、それで何とか

しばらくは対応できるかなというなことをたしか法人の方がおっしゃっていたような記憶がござ

います。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 社会福祉課長。 

○石塚社会福祉課長 まず自立支援協議会ですが、今年度５回開催する予定になっております。

２回ほど開催しておりまして、内容的には今年度障害者の福祉計画、それから障害児の福祉計画

の令和６年から８年までの３か年の計画を今御審議していただいている最中になっております。

それからのぞみ園に関しては、昨年度まではかなり利用者のほうも多くてお部屋も足りないぐら

いのような状況でした。ただ、現在は昨年度から徐々に民間の児童発達支援事業所というものが

市内にも多くできておりまして、今までのぞみ園に通っていた方が掛け持ちでのぞみ園に通いな

がら別の民間の児童発達支援事業所に通うであるとか、器が広がったので、その分利用者は徐々

に減ってきている状況になります。運営に関しては適正な運営がなされていると思っておりま

す。 

 以上になります。 

○藤田委員長 出澤委員。 

○出澤委員 ありがとうございます。シルバー人材センターのほうは確かにちょっと他法人とい
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うことなので、今の御答弁で十分納得できました。 

 のぞみ園さんのほうに関しては、民間の方がちょっと牛久は撤退しようかというぐらい考えて

いらっしゃるような状況だと伺ったので、ちょっと確認しました。ありがとうございます。 

 以上になります。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。伊藤委員。 

○伊藤委員 よろしくお願いいたします。 

 ３点伺います。まず２５０ページ、０１０４「乳がん子宮がん検診を実施する」ということで、

乳がん検診と子宮がん検診の実績について伺いたいと思います。 

 それから次に２５４ページの０１１０「新型コロナウイルス感染症予防接種を実施」、こちら

のほうもこの新型コロナウイルスワクチンの４年度の実績と、またトラブルなどはなかったでし

ょうかということで、お聞きしたいと思います。 

 ３点目に２６０ページの０１０８「未熟児養育医療費を給付する」、こちらの給付対象者、何

人くらいいらっしゃるのか伺います。 

○藤田委員長 健康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 お答えいたします。まず乳がん子宮がんの検診の実績についてです

けれども、乳がんの場合はエコーとマンモがありまして、エコー、レントゲンのほう、それが令

和４年度が２，５７６人で全体の１５．７％、このエコーの対象は３０歳から６５歳ということ

になっておりまして、全体の１５．７％ということになっております。令和３年度が１３．１％

ですので上昇がありました。マンモにつきましては、これは令和４年度が１，４５９人というこ

とで１０．３％ですね。これ対象者は４０歳以上で隔年です。今は偶数年齢ということで２年に

１回ということで実施しています。令和３年度は１６．６％で令和４年度が１０．３％なんです

が、これは令和３年度は今まで２年に１回というの分かりやすくということで偶数年齢というふ

うにしましたので、ちょっと対象ではざまにいる方を助けるために経過措置を行いましたので、

それでちょっと人数が増えているということになっております。エコーに関しては受診率は年々

上昇しているんですけれども、マンモグラフィに関しましては１０％台で横ばいとなっていま

す。 

 次に子宮がん検診についてですけれども、令和４年度は３，４０４人ということで１０．

３％、令和３年度は３，２９７人で９．６％、子宮がんに関しても受診率は向上しております。 

 次に２つ目の御質問ですけれども、新型コロナウイルス感染症の予防接種についてですけれど

も、４年度の実績としましては、４年度は４回目の接種と、それと秋開始接種というのが主なも

のになっております。４回目接種につきましては５月の２５日から９月の１９日ということで、

対象者は初回接種を完了した６０歳以上、今６５歳以上と今なっているんですけれども、このと

きは６０歳以上ということで、６０歳以上の方が努力義務ということで、そのときには接種率は

８９．４％でした。そのあとに９月２０日から秋開始接種というのが、４年の秋開始接種という

のがありまして、このときには対象者がちょっと広がりまして、１２歳以上、初回接種を完了し

た１２歳以上ということになっておりまして、このときはオミクロン株のワクチンになっており
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ます。６５歳以上の接種努力義務というか、その方たちは９３．７％、初回接種を終了した人が

対象ですので、それで９３．７％、１２歳から６４歳というところでは５８．４％ということに

なっております。それと令和４年の３月から対象者がさらに広がりまして、５歳から１１歳でも

受けられるようになりました。これはファイザーの小児用のワクチンということで、１回目２回

目３回目ということで、３回実施、初回接種はこの２回接種ということで接種率は３０％前後で

す。令和４年の１０月からはさらにまた対象が広がりまして、生後６か月から４歳の乳幼児も対

象になりました。初回接種は３回ということになっているんですけれども、それらの接種率は４

％から５％前後ということになっております。 

 トラブル、４年度のトラブルということなんですけれども、トラブルというのがどういったこ

とを想定されているのかというところなんですけれども、一度４年度は集団接種と医療機関接種

と両方やっておりまして、３年度は大規模な武道館で集団接種やっていたんですが、４年度はオ

エノンのほうでシャトーのほうで集団接種をやっておりまして、そこで一度、従来株のワクチン

をしなければいけないところオミクロン株を接種したということで、これはプレス発表したケー

スがありまして、それが１件ありました。あとは集団接種において、オエノンでやっている集団

接種で１件、パニック障害の方がいて救急搬送された方が１人いらっしゃったんですが、もとも

とちょっと精神疾患をお持ちの方だったので入院せずに御家族が迎えに来て帰られたということ

があります。あとは初回の接種のときに３年度のときに起きたような住民のパニックというのは

特になくて、うちのほうもいろいろちょっと試行錯誤をしまして、一時的に電話がパンクしたり

窓口に一時的に混雑したときはありましたけれども、３年度のような混乱はなくスムーズに受付

とか行えたと思います。回線も２０回線用意して行いました。ただ、あとは住民の方からワクチ

ンの種類が変わるたびにそのワクチンはちゃんと承認されているのかとか、訳の分からないワク

チンを打つのは、国が言っても市としてどうなのかという苦情のお電話とか、あとはやはり接種

をしたくないという方がいらっしゃるんですけれども、６５歳以上とか努力義務になっていると

うちのほうは自動的に接種券を送ってしまうので、何回も送ってくるなとかそういう御意見の電

話は、結構ありました。 

 以上です。 

 未熟児ですね、ごめんなさい。未熟児養育医療、これに関しましては令和３年度が３１件で実

人数が１２人、令和４年度は２４件で実人数としては７名ですね。２５３万７３１円ということ

になっております。 

 以上です。 

○藤田委員長 伊藤委員。 

○伊藤委員 再質問なんですが、今、新型コロナウイルスワクチン接種のトラブルについてお伺

いできまして、大変よく分かりました。最近、今年度というか最近ワクチンが無駄になってしま

ったということがありましたけれども、それについて再発防止じゃないですけれども、対応とい

うのはどういったことになりますでしょうか。 

○藤田委員長 健康づくり推進課長。 
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○野口健康づくり推進課長 今回の場合は人的ミスというよりは機械のトラブルということで、

発電機のほうが故障していたということなんですけれども、ちょっとその間に連休が２日あった

ということで、ちょっとその間職員が確認していなかったというところもあるんですけれども、

一応それでもきちんと１日に何回かその温度を確認するということはやっていただいていると思

うんですが、こういうことがありましたということで、医療機関全部にファクスを流しまして、

それできちんと管理、温度管理をお願いしますということで、冷蔵庫とか発電機使っているとこ

ろは少ないと思うんですけれども、その機械に関しても定期的に見てくださいというファクスを

流させていただきました。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。磯山委員。 

○磯山委員 ２４４ページの０１１４「こころの病気や不安のある方に相談や訪問をする」とい

うふうにあるんですけれども、今日午前中もちょっと学校のほうでひきこもりとかというのがち

ょっと出たんですけれども、こういったこころの病気というのを、それどういうものかというの

ちょっとこの後お聞きするんですが、多いんですよね。これ金額３０万円というのが少ないとい

うか多いというか分からないんですけれども、このぐらいで済んでいるということで、まずこの

こころの病気や不安があるというこのこころの病気というのはどういうものを、ここでは何種類

もあるのかもしれないですけれども、捉えているのかと。それとあとこういったところの相談に

来る人は、本人が来ることはあんまりないと思うんですけれども、本人が来るのか家族の人とか

民生委員さんが来るとか、またそれをこういう相談や訪問があるよというのは、もちろん民生委

員さんや包括であるとかというのも皆さん知っているんだと思うんですけれども、その相談に来

る経緯、それと相談に来られる人の数を教えてほしいんですけれども、お願いします。 

○藤田委員長 社会福祉課長。 

○石塚社会福祉課長 お答えします。こちらの事業ですが、まずこころの病気という捉え方なん

ですが、対象となる方は例えばもうアルコールの依存症の方であったりとか、あるいは精神疾

患、疾患がついている方もいればそうでない方、本当に不安要素が強いような方も対象としてお

りまして、こちら嘱託医、先生を、専門の先生をお願いしておりまして、令和４年度は１２回開

催しております。嘱託医、精神科の嘱託医の先生４名の方にお願いしておりまして、昨年度は延

べ相談件数が３０件ございました。相談に来る方なんですが、電話でまず予約をうちのほうで取

らせていただいて、本人が来たりあるいはやはり家族の方が御相談に来たりとまちまちですが、

やはり本人、直接本人が来られるというのが大半になります。 

 また、心の健康相談という嘱託医の相談員以外にも、社会福祉課の職員で精神保健福祉士の資

格を持っている職員がいますので、その相談の内容によって御家庭に訪問させていただいたりし

て、相談に乗っているという事業を行っております。昨年は職員による相談件数は６９名の方、

延べ９６件の相談件数に対応しております。 

 以上です。 

○藤田委員長 磯山委員。 

○磯山委員 この相談窓口があるのかどうかちょっとあれなんですけれども、これは相談という
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のは例えば年に今１２回とあったので、それ以外にも気軽に相談できるような形になっているん

でしょうか。それだけお伺いします。 

○藤田委員長 社会福祉課長。 

○石塚社会福祉課長 基本的には、常時社会福祉課のほうで先ほど申しました精神保健福祉士な

どが、常時相談の対応をしているという状況になります。 

 以上です。 

○藤田委員長 磯山委員。 

○磯山委員 すみません、もう一つだけお願いいたします。 

 これなかなか、実は私も区長やっていたときに、行政区にこういう方がひきこもりで精神疾患

や発達障害とかというんで、それがやはり５０歳とかという人も多いんですよね。ところが本人

だとやはりちょっと言っても威圧的になったりとかすることが、皆さんのほうが専門なのでお分

かりだと思うんですけれども、こういった場合に例えば、これすごくデリケートなことを分かっ

ていてお聞きするんですけれども、例えば民生委員さんがどこそこにこういう人がいるので相談

に乗ってもらえるのかなというふうな、そういう相談の受付というか仕方もしていいんですかね。

要するに本人とか本人の家族以外の人がちょっと見ていられないんでということで相談に来たと

きに、何か先生からアドバイスいただいて訪問してみようかとかそういうような動きになるのか

どうかと、そういうことなんですよね。全てがそうなるとは思えないんですけれども。 

○藤田委員長 社会福祉課長。 

○石塚社会福祉課長 お答えします。相談の入り口は民生委員さんの方、それから地域の方、い

ろんな方から御相談があって、その内容にもよるとは思うんですが、まずなんでしょう、８０５

０問題ではないですけれども、親の年金で生活をされていて親が亡くなって、生活が今度５０代

の息子、娘さんが生活がままならないとなった場合などについては、最終的には生活保護の御案

内をしたりですとか、その前に生活困窮という形で社会福祉協議会のほうに私ども生活困窮者の

相談窓口を依頼していますので、そういったところから社会福祉課に話が来たりとか、そのケー

ス・バイ・ケースによってどこでそれを拾っていくかにもよるんですけれども、いろんな相談の

入り口はいろんなところから来まして、もちろん私どものほうに直接来れば、こちらで支援でき

る方法があるかないかというのも含めて、訪問も含めて個別に対応している状況であります。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。甲斐委員。 

○甲斐委員 よろしくお願いします。２１８ページ、０１１５「子ども家庭総合支援拠点を設置

する」の決算なんですけれども、まずこれ３点、この中で３点お伺いしたいんですが、ホームペ

ージ等に載っていないようなんですけれども、これに対する周知はどのようにされているのか、

していくのかが１点。 

 相談室の現状の利用状況をお伺いしたいと思います。従事する職員さんに資格等が必要である

のかないのかです。ごめんなさい、４つになっちゃうな。１項目４点ということで。 

 あと子育て世代包括支援センターとのすみ分けをどういうふうに考えていらっしゃるのかをお

尋ねします。 
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○藤田委員長 こども家庭課長。 

○長江こども家庭課長 子ども家庭総合支援拠点のまず周知なんですけれども、ホームページの

ほうは、現在作業中で間もなく相談業務の中でこういった場所で相談できますよというのを公開

する予定にしております。子ども家庭総合支援拠点の設置が今年の６月１日で、こども家庭課も

保健センター内に６月１日で移動しましたので、６月１日号の広報うしくに拠点のマップ、写真

など載せたものを掲載したほか、かっぱメールでもこども家庭課が移転することと拠点を設置す

ることを市民の方にお知らせさせていただきました。 

 相談室の利用状況というのは、相談のほうの件数ということで、それとも部屋の……、件数で

すか。今年の６月以降の件数ですが、家庭児童相談室として相談を受けている統計なんですけれ

ども、こちら来所以外も相談とか来所以外の訪問とか電話も全て込みなんですけれども、６月か

ら今まとまっているのが８月なんですが、今年の６月から８月で延べ件数１，２５４件になりま

す。 

 あと職員の資格なんですけれども、子ども家庭総合支援拠点なんですが、牛久市の児童人口規

模に基づくと、子ども家庭支援員２名と虐待対応専門員１名が常時必要とされています。こちら

の職員につきましては、こども家庭課の保健師、保育士、教員の資格を持った職員が従事してお

ります。あと子育て世代包括支援センターとのすみ分けなんですけれども、市として児童の年齢

とあと虐待とか養育環境における危険度の程度によってすみ分けております。 

 健康づくり推進課の子育て世代包括支援センターは、主として妊産婦の方から小学校就学まで

のお子さんと保護者の方を対象に、妊娠とか出産、育児に関する相談を受けています。子ども家

庭支援拠点では、妊産婦から１８歳までのお子様に関する相談を受けておりまして、特に拠点の

ほうでは保護者の養育に支援が必要な家庭とか、虐待対応というのを重点的に行っております。

すみ分けはそういった形であるんですけれども、妊産婦の方とか就学前の児童がいる家庭には、

双方で一緒の家庭に支援することも多いので、その都度その御家庭に応じて役割分担をしながら

対応しています。 

 あとすみません、資格のところで不足していたんですけれども、それぞれ子ども家庭支援員、

虐待対応専門員については、資格が国で決められておりますので、教員、あとは精神保健福祉士

とかそれぞれに決められた資格がありますので、それに基づいた資格を持っている職員を牛久市

でも設置しております。 

○藤田委員長 甲斐委員。 

○甲斐委員 ごめんなさい。資格のところなんですけれども、全部持っていなければいけないん

ですか。どれか持っているのが誰かという考え方でいいんですかね。お願いします。 

○藤田委員長 こども家庭課長。 

○長江こども家庭課長 資格は１つで大丈夫になります。なので保健師を持っている職員が２名、

教員、保育士がそれぞれ１名こども家庭課におりますので、それぞれの資格になっております。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。杉森委員。 

○杉森委員 最初に１７６ページの０１１４の地区社協のところです。これのずらっといって次
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のページのほうに委託の中身で業務というところに、地区社協支援ということで５５１万の金額

があるわけですけれども、業務というのはどういうふうに決められているのか、自主的にそれぞ

れで決めてくれというふうになっているのか。業務の内容と在り方についてお聞きしたいのと、

それをやるに当たってメンバーというのをどういうふうに各地区社協あると思うんですけれども、

これたしか各小学校区ごとにもう全部できたんですよね、たしかね。というふうに認識あるんで

すが、それぞれの業務に当たっての人数とかそういうのもある程度、枠みたいなものをつくって

やっているのかどうか、どのような行動をしているのかというところをお聞きしたいと思います。 

 それから２番目が１８６ページ、シルバー人材センターです。補助金が１，３００万というこ

とで出しているわけですけれども、補助金の使途というのがどういうふうになっているのかとい

うことと、今登録者数あるいは仕事の請負先、それから実際のところどの程度の仕事があるのか、

労働日数という形になるのかよく分かりませんが、それが実態どうなのか。これコロナの前とコ

ロナの中では大分違うと思いますので、前との比較がいいかと思いますので、できればそういう

形でお示しいただきたいと。 

 それから１９０ページのところで０１０１で「バリアフリー住宅の整備費を助成する」で１５

万というふうにあるわけですけれども、これ件数はどの程度なのか、そしてまたこれは障害福祉

のハンドブックに書いてある重度障害者住宅リフォーム助成事業のあれと同じことなのかどうか

ということもちょっとはっきり分からなかったので確認をしておきたいのと、その中ではいろん

な資格やなんかがあって所得制限というのもたしかあったようなんですが、どの程度の所得制限

というふうなものになっているのか、またその中では重度障害者というハンドブックの中で、リ

フォーム助成の中には精神障害という障害者の人が対象に入っていなかったようなんですが、こ

れはなぜなのかというのが、ちょっとお聞きしたいのが３つ目です。 

 以上です。 

○藤田委員長 社会福祉課長。 

○石塚社会福祉課長 お答えします。まず地区社協の事業なんですが、こちらの決算額の業務委

託５５５万９，９００円の決算額なんですが、こちらの内容につきましては社会福祉協議会に委

託しておりまして、金額の内容としましては主に社協の担当する人件費及び地区社協１地区社協

につき２０万円の補助を市から行っております。８つある地区社協の１地区２０万円の助成金も

この業務委託の中に含まれております。内容的にはそういった内容の金額になります。 

 それから、まず地区社協の人数、それから人数的な枠があるのかというところなんですが、特

にこの地区の１地区社協について何人以上でなければならないとかその人数に係る制限というも

のはございません。今８つ、小学校区単位に地区社協が設置されまして、それぞれの地区におい

て、自主的な活動を行っていただいているところなんですが、主に社協さんと一緒に一人暮らし

の高齢者の見守り活動というところは８地区、社協さんで皆さんと全地区で行っている状況で

す。それ以外は地区によって、自主的な活動を小中学校の見守りとかあるいは介護予防のサロン

を運営している二小地区社協それから牛久地区社協などは介護予防のそういった教室の受託も市

から受けております。 
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 それからすみません。「バリアフリー住宅の整備費を助成する」、こちらの事業につきまして

は、令和４年度は１件支給を行っております。内容としましては手すりの取付け、段差の解消と

いったような内容で助成を１件行っております。こちらはガイドブックに載っている重度の障害

者をあるいは障害児を対象としましたリフォームの助成事業になりまして、対象となる方は障害

者手帳の所持者でその個別の障害の程度が１級または２級の瑕疵または体幹機能障害、または乳

幼児期以前の非進行性の脳病変による運動機能障害がある方。それから療育手帳所持者で、総合

判定丸Ａの方。それから所得の制限については、ちょっと金額がお示しできないんですけれど

も、特別障害者手当における所得制限の基準額を超えないものというような決まりを実施要綱の

中で定めております。精神についてなぜ入れていないのかというところなんですが、あくまでも

住宅もリフォームするに当たって、特に日常生活における動作を軽減するために、重度の身体の

障害のある方あるいは療育手帳の重度の方というように対象を定めているものとなっておりま

す。 

 以上になります。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼高齢福祉課長。 

○宮本保健福祉部次長兼高齢福祉課長 シルバー人材センター運営費補助金の御質問でございま

すが、まず使い道、使途ということなんですけれども、市からの補助金幾らが直ちにこの支出に

ということで一対一の関係にはなってございませんで、あくまで運営費補助金ということでござ

いますので、雑駁な申し上げ方をいたしますと、法人として必要な経費、かかった経費に対して

会員さんのお仕事で入ってくる手数料等々事務費等々では足りない部分、賄い切れない部分に充

てられているというような御説明になろうかと思います。１，３００万という低額の形で平成２

３年度からやっておるようでございますので、その間は補助金もアップせず法人のほうの努力

等々でこれまで来ていると。また県のほうからの補助金もあるやには聞いてございます。会員の

状況、事業の状況なんですけれども、決算書と一緒にお渡ししてございます決算認定附属資料の

３９ページをお借りして御説明申し上げたいと思いますが、まず会員の状況は４年度末、会員数

が４００名ということで３年度の４３３名と比べますと会員数は減っているという状況にござい

ます。お仕事の件数、就業の延べ人数なんですけれども、令和４年度が２万５，３２２人に対し

まして３年度が２万４，５７４人、なので３年度に比べますと４年度のほうが延べ人数としては

多いということが言えます。一方で受注件数は、４年度が９５１件に対しまして３年度が１，１

２６件ということで、受注件数そのものは減っておるようでございますので、なかなかコロナの

影響でこうであったああであったというのはなかなかちょっとこう申し上げるのが大変難しゅう

ございます。申し訳ございません。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 杉森委員。 

○杉森委員 地区社協のほうは先ほど御説明の中で社協に委託をしていて、社協の下に地区社協

が活動するということで、各地区社協に２０万円ほどの補助金を出しているということでよろし

いんですね。それで、今後の問題なんですけれども、お話を聞いていると一人暮らしの高齢者を
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見守るというふうなことについては共通性があるけれども、その他についてはそれぞれの自主的

な運営を任せているというふうなお話なんですが、そういったやり方でずっと続けていくつもり

なのかどうかというところをお聞きしたいんです。ぶっちゃけた話２０万円程度の金で何ができ

るんだということはありますよね。ボランティアでやるんだということも建前ではきれいごとで

いいんですが、そんなものずっと続くわけはないわけで、やるんだったらやるなりの財政措置も

組んで、人的なものもきっちり築いてやっていかなければ、ただ形だけつくったと、地区社協と

いう。実は私も松本市のほうの地区社協、もうこれ大分先行していた事例で見に行って大変立派

なところだったんですけれども、力の入れ具合が全然違うんですよね。各地区社協に職員を配置

して、それで費用面だってきっちり抑えながらやっているわけですよね。牛久と違うのは、ただ

自治会の活動が牛久ほどなかったということも、その地区社協どうしてもやらなきゃいけなかっ

たという事情があるというのは違いがあると思いますけれども、牛久の事情に合わせて考えて、

今の地区社協自体がどうなのかということは改めてやはり考えてみる必要もあるんではないかと

いうふうに思いますが、その点、今、担当課としてはどういうふうな目で見ているのかというこ

とについて、改めてお聞きしたいと思います。 

 それとシルバー人材センターのほうについては、やはりこれも本当に力相当かけていかないと、

これは本当に重要なことだと思うんですよね。高齢者の収入の問題ももちろんあるんですけれど

も、やはり生きがいの問題として大変重要な位置を占めているので、やはりこれももう少し財政

面も含めてですけれども強化していかないと、何かここの何年ぐらいですか、あんまり増えてい

るという話がなくて減っていると、それで不満は結構高まっているというふうなことしか聞きま

せんので、そろそろ抜本的にちょっと考え直したほうがいいんではないかというふうに思います。

それについての見解もお聞かせいただきたいと思います。 

 バリアフリーのほうは、先ほどのお話で分かりました。以上です。 

○藤田委員長 社会福祉課長。 

○石塚社会福祉課長 お答えします。まず地区社協ですが、先ほど市から補助金２０万円、１地

区２０万円、加えて社会福祉協議会からも１地区社協について５０万円の活動費を支援しており

ます。また、加えて市のほうでは地区社協の拠点があるところに光熱水費等の支援も行っており

ます。今８地区のうち拠点がないのがひたち野小学校区、それから神谷小学校区の２つの地区社

協が拠点を設けてございません。財政的な支援の部分についてはこれまでもいろんな御意見のを

いただいておりまして、今年地区社協の会長さんを集める会議の中で、今の補助金の在り方、そ

れから活動の何ですか、よく活動しているところはもちろん今の財源が足りないよ、もっと補助

してほしいとか、あるいはその地区によって活動の多い少ないはちょっと様々なものですから、

そういった今後の活動も含めて、一度地区社協の会長さんを通して、御意見などをいただいた上

で、来年度は市のほうで地域福祉計画の６年、３年ごとの中間見直しの年に当たります。その際

にあわせて社協がつくる地域福祉活動計画、こちらのほうもあわせて今後の地区社協の活動の在

り方というものを指針というものをお示しできたらなというふうに今考えております。 

 以上です。 
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○藤田委員長 保健福祉部次長兼高齢福祉課長。 

○宮本保健福祉部次長兼高齢福祉課長 シルバー人材センターの関係ですけれども、まさに委員

さんおっしゃるとおりでございまして、先ほども申しましたようにシルバー人材センターの役割

といいますか、意義でございますね。就業の確保提供によって生きがいと社会参加というところ

で、本当にそれはもうおっしゃるとおりでございますので、そこについてはもう何もございませ

んで、一方で法人としてもいろいろ財政面のところで、いろいろと自助努力という言い方は私ど

ものほうからしていいか分かりませんけれども、なさっておいででございまして、経費の切り詰

め、例えば保険の見直しですとかそういったところで努力をなさったりあるいは事務手数料をち

ょっと上げてみたりということで、まず法人としてできること、やるべきことをまずやっていら

っしゃるというふうに聞いております。なおその上で、もし今後このままではちょっと立ち行か

ないと、例えばですけれども市として補助金の増額を考えてもらえないかということがもしもあ

ったような場合には、当然そのときの社会情勢ですとか法人の状況、市における業務、事業との

公平性なんかも考えながら、その時々に応じた検討してまいりたいと思ってございます。 

 以上でございます。 

○藤田委員長 ここで暫時休憩といたします。再開は１４時５０分いたします。 

午後２時３９分休憩 

 

午後２時５０分開議 

○藤田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 ここで、執行部説明員より発言を求められておりますので、これを許します。健康づくり推進

課長。 

○野口健康づくり推進課長 すみません、先ほど水梨委員からの御質問で７コース完歩した方に

配られるピンバッジの数というお尋ねでしたけれども、令和４年度は９８人、延べです。今現在、

令和５年度は４０人ということで、ただこれは延べになっておりまして、コレクターの方がいら

っしゃるので、もし２回歩けば２つ差し上げ、別に上限はないので、１人１個という状況はあり

ませんので。 

 以上です。 

○藤田委員長 審議を継続いたします。 

 質疑のある方は御発言願います。柳井委員。 

○柳井委員 ごくシンプルな質問なんですが、２３６ページの生活保護者のことなんですが、民

生委員さんとか区長さんのお世話になって、生活保護を受けるようになるなんていう人が結構多

いかと思うんですが、生活保護を受けている人で、その後何というんですか、民生委員さんの関

わりとか区長さんの関わりどうなっているのかというのを、ちょっと知りたいんです、仕組み。

生活保護を受けている人は、市役所の担当の人はよく把握しておられると思うんですが、ほかの

人との連携はあるのかないのか、ちょっと知りたいんです。というのは、生活保護を受けている

人がいなくなっちゃったり入院したかなんか分かんないですよ。それを私らは、今は個人情報の
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秘密というのがあるからあまり聞けないんですよ、民生委員さんとか区長さんに。どうなってい

るのとかどこにいるのとかというの。けれども心配は心配なんですよ、市役所で知っているのか

なとか、その仕組みどうなっているかというのをちょっと知りたいんですが。お願いします。 

○藤田委員長 社会福祉課長。 

○石塚社会福祉課長 お答えします。生活保護が開始されますとその方のお住まいの地区の担当

の民生委員さんにはその情報をお知らせするような、今、形を取っています。区長さんにはお知

らせはしておりません。民生委員さんにお知らせをして、日々の見守りとは限りませんが、何か

あったときの相談相手になってくださいという形でお願いをしてございます。やはり最近姿が見

ないとかそういう形で民生委員さんを通じて、市のほうに何か知らないかというような問合せは

多々あります。私どもは、仮に入院を例に取った場合に、入院していますという情報も、その都

度民生委員に教えてはいませんので、何かあったら民生委員さんのほうからこちらのほうにお声

がけいただければ、可能な限りの範囲の中で情報はお伝えしようかなというふうな対応をしてお

ります。 

 以上です。 

○藤田委員長 柳井委員。 

○柳井委員 それでは地域が誰も関心を持たない、無責任だというようなことになると、ちょっ

とまずいなと私、常日頃から思っていたもので、民生委員さんが把握していますということであ

ればいいんですよね、そういうことでね。誰が知っているかがちょっと全然分からなくて、地域

も分からない分からない分からないというのもちょっと無責任のようで、よく聞かれるんですよ、

あの人どうなっているのと。けれども、ちょっと難しくて、市はとにかく世話しているの知って

いるから、行けば聞けるんだけれども、個人情報の秘密ということもあるし、ちょっと難しいな

と思ってね。何だよああいう状況なのに、誰も知らないのと言われるのもちょっときついし、そ

の辺りのいつも悩みがあったもんで、民生委員さんが把握していますからということで、今の時

代はそういうことでということで、よろしいですよね。 

 分かりました。ありがとうございます。 

○藤田委員長 社会福祉課長。 

○石塚社会福祉課長 私どもは民生委員さんに情報を伝えますけれども、民生委員さんはやはり

個人情報を守る立場なので、その地域の方に聞かれてもそれはやはり民生委員さんとしては言っ

てはいけないことになります。なので、非常にあの人は生活保護を受けているとか受けていない

とかデリケートな情報なので、そこら辺はやはり何かあったら民生委員さんを通じて情報を上げ

てもらうというこの２つの関係で、そこに地域の方に対して民生委員さんが情報を提供するよう

な形は非常にまずいというふうに考えております。 

○藤田委員長 柳井委員。 

○柳井委員 生活保護を受けているかどうかというよりも、今自宅にいないので、みんな地域心

配していたもので、それのどこにいるかということを聞かれることについて、ちょっと生活保護

を受けているか受けていないかというのを聞くのはちょっとまずいのは、当然分かります。 
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 以上です。大体分かりました。 

 ありがとうございました。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。石原委員。 

○石原委員 １つだけ教えてください。いつもこれ問題になることなんでしょうけれども、民間

保育士に対する処遇の問題ね。これは令和４年度においては対象者どのぐらいあったのかという

ことと、数の問題でお分かりであれば、前年度、前々年度、これはどのぐらい数字に変化があっ

たのかということをまずお尋ねしたいと思います。 

○藤田委員長 保育課長。 

○糸賀保育課長 保育課の糸賀と申します。よろしくお願いいたします。 

 では石原委員のほうから御質問がありました民間保育園の保育士の状況になります。こちらに

つきましては、はっきりした人数というのが今、手元にないんですが、市単独で行っています牛

久市保育士等処遇改善事業補助金。こちらで、市内の民間保育園や認定こども園、小規模保育事

業に勤務する保育士等の処遇を改善して、保育士等の確保及び離職防止を図るために、補助金の

交付をしているんですが、そちらの対象となっている保育士の人数ということでお答えをさせて

いただきます。令和４年度につきましては、民間保育園等の常勤保育士の実人数のほうは１８５

名となっています。年間の延べ人数ですと２，１１７名。失礼いたしました、民間の常勤保育士

ですね。非常勤保育士については、勤務時間によって区分があるんですけれども、月１５０時間

以上の勤務保育士で、こちらの実数ですと４４人、延べ人数ですと４２１人になります。同じく

非常勤保育士、月１２０時間以上の勤務している保育士、こちらについては実人数が３２人、延

べ人数ですと３２４人になります。４年度の実人数の合計ですと２６１人、延べ人数ですと２，

９１３人になります。 

 令和３年度の人数につきましては、正職員の保育士ですと月の実人数が１７２人、保育士の延

べ人数で言いますと１，９７０人、非常勤保育士の１５０時間以上の勤務制につきましては、実

人数が３６人、保育士の延べ人数が４１２人になります。月１２０時間以上勤務の保育士、こち

らの実人数が２８人、延べ人数が３００人となっております。令和２年度につきましては、正職

員の実人数のほうが１７５人、延べ人数のほうが２１３人、非常勤保育士の１５０時間以上の職

員が３４名、延べ人数のほうが３８０名。１２０時間以上１４９時間の保育士につきましては、

実人数が２６人、延べ人数が２８０人となっております。 

 以上になります。 

○藤田委員長 石原委員。 

○石原委員 そうすると今の答弁を聞いておりますと、年度が変わるごとに増えているというこ

とは、この補助の効果が出ていると考えていいのかどうかということは言えるんでしょうかね。 

○藤田委員長 保育課長。 

○糸賀保育課長 この処遇改善事業を行った前後で、保育士の不足による園児の受入れ制限を実

施した割合を比較しますと、補助金開始前の平成３０年４月の入園募集時の募集制限の割合は利

用定員に対して６．３３％であったのに対し、開始後の今年令和５年４月の入園募集時では３．
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２０％と減少しております。牛久市においても保育士のモチベーションの向上につながったなど

成果を実感しているという施設が多いことから、保育士が牛久市で働き続けられる環境を整える

ためには非常に重要な補助金であると考えております。 

○藤田委員長 石原委員。 

○石原委員 そうすると、私の認識の中ではたしか月額１万５，０００円で年間１人１８万円と。

比較の問題になっちゃうんですが、お隣のつくば市はこれよりもかなり多い倍ですか、そのくら

いになっているのかなということを聞いているんです。そういうことを考えた場合、今後のさら

なる保育士の確保については、金額の見直しも含めて部長これどういうふうに考えているのかな。 

○藤田委員長 保健福祉部長。 

○渡辺保健福祉部長 お答えします。今現在では、徐々にいい効果が出てきているということで、

引き続き同じレベルでいくかなというところで予算要求のほうはしていきたいと思います。今後

そういった地域間格差のところで牛久にかなり分が悪いようなところが見えてくるとか、子供を

見る環境が調えられないだとかそういったときには必ず考えていきたいと思っています。 

○藤田委員長 石原委員。 

○石原委員 そうすると部長、次年度、次年度の話で申し訳ないんですけれども、次年度も金額

変わらないで、見直ししないでいくということですか。 

○藤田委員長 保健福祉部長。 

○渡辺保健福祉部長 次年度につきましては、現在のところ予算要求は同額で行っておりますが、

これからまたもまれていくと思います。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。出澤委員。 

○出澤委員 すみません。再度児童発達支援について伺いたいんですけれども、例えばお子さん

にちょっと不安がある方が、このこども家庭課さんに御相談に行って、そこでそういった支援先

等を御紹介していただいているのか、それとも最初のぞみ園さんのほうに紹介されてそこで振り

分けられるのか、その辺の実務面どうなっているのか、ちょっと伺いたいんですけれども。 

○藤田委員長 こども家庭課長。 

○長江こども家庭課長 お子さんの相談先、特にのぞみ園を御利用される未就学のお子さんの相

談先としてはこども家庭課であったり、あと保健センターでの検診時とかいろいろあるかと思う

んですけれども、そこでこども家庭課で御相談受けた場合には保護者の方の御希望とかお子さん

の様子を聞きながら、御希望に合った今後の支援先を案内するような形を取っております。 

○藤田委員長 出澤委員。 

○出澤委員 ということは、特にそののぞみ園さんでその先を振り分けてということではないと

いう理解でよろしいでしょうか。 

○藤田委員長 こども家庭課長。 

○長江こども家庭課長 そうですね、その方が最初にどこに御相談に御相談先として選ばれたと

いうところによると思うんですけれども、のぞみ園のほうで例えば事業所を振り分けているとか

そういった形、全ての方の利用先を振り分けているという認識ではこども家庭課としては捉えて
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いないです。 

○藤田委員長 出澤委員。 

○出澤委員 分かりました。施設としてののぞみ園さんと相談窓口としての機能はあるんだとし

たら、僕はそれは分けたほうがいいなと思ったので確認しました。 

 ありがとうございます。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。杉森委員。 

○杉森委員 ２０８ページの一番下の０１０２「総合福祉センターを運営する」でございます。 

 次のページを見ると会計年度任用職員があるわけですけれども、職員としては会計年度任用職

員プラスあと職員というよりも委託というふうになっているわけですが、これは完全に業務を委

託してやってしまうのか、それとも派遣やなんかを雇うという形でやっているのか、そこらへん

も含めて会計年度任用職員が何人いてその他が何人というふうなところになっているのかという

ところお聞きします。 

 それとコロナでいろいろ閉鎖するというふうな状況もあったかと思いますけれども、今総合福

祉センターのほうでは施設の運営状況というのは、全てフルに再開しているという状況なのか、

それとも一部まだ運営していないというところがあるのかどうか、その点についてお聞きします。 

 それから、先ほど同僚議員からもありましたけれども、２３６ページの「生活扶助費を支給す

る」のところですけれども、生活保護のところその生活保護の申請者の数と受給者の数の変化と

いうのがコロナを踏まえてどのように変わったのか、少し変化の跡をお示しいただきたいという

ことと、あとこの２３８ページのところに扶助費の内容が大分、るる書かれているわけですが、

生活扶助費と医療扶助費というのが突出しているふうな状況が見えるわけですが、これはずっと

こういうふうな状況だったのか、あるいはコロナということを踏まえてこういうふうな変動とい

うふうになってきたのか、その辺についてお聞きいたします。 

 以上です。 

○藤田委員長 社会福祉課長。 

○石塚社会福祉課長 お答えします。 

 まず初めに「総合福祉センターを運営する」の事業の中の会計年度任用職員、令和４年度は３

名従事しております。そのほか令和４年度は再任用職員が２名、正職員が１名の６人体制でした。

運営の業務に当たっては、この委託料との違いなんですが、委託料については清掃であったり管

内の敷地内の植栽の管理委託であったりそういったものをシルバー人材センターなどにお願いし

ております。それ以外の通常の管理という部分について、正職員、会計年度任用職員で管理をし

ているというような状況の役割分担をしております。 

 それから、運営の状況ですが、コロナが第５類相当に移行したときにお風呂を再開しておりま

す。コロナ前と現在でその運営の状況で違いというのがカラオケだけ今やっていない状況です。

というのは、どうしても感染予防対策が十分に取れなくて、１回１回マイクを誰が消毒するのか

とかその消毒方法であるとか、換気についても空調全部取り替えるとなると大掛かりな工事費が

かかりますので、そういった面で感染予防対策というのが取れないために、今、今後どうするの
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かというのを検討していく段階になっております。再開を望んでいる声ももちろん認識している

んですが、中には望まないというか静かで今の状況がいいというような声も聞こえますので、今

後カラオケをどうしていくかというのを行政サービスの在り方というのを含めて今後検討してい

く、今新しい市長になりましたので、市長にも相談しながら対応を検討していく段階になってお

ります。 

 続きまして、生活保護のところですね。まず生活保護の世帯状況ですが、令和４年度は４３３

世帯、前年と比較しますと６世帯増加しております。人数にしますと令和４年度は５５０名、前

年度と比較しますと５名増えております。 

 昨年度の新規の申請件数は８０世帯、１０４名の申請を受けて開始をしております。逆に廃止

になった件数は７１世帯、９８名、廃止の理由としましては一番多いのはお亡くなり、死亡が３

５件、その次が働き、就労して就労収入が増えて廃止になった件数が１８件、こちらが主な廃止

理由の内容になります。 

 それから扶助費については、生活扶助費というものがコロナ前とコロナの後でも関係なく生活

扶助費と医療扶助費、今こちらが生活保護費の中で一番金額的に大きく占める扶助費となってお

ります。医療扶助につきましては、昨年度と比べまして、約６，０００万ほど医療扶助は減って

おります。この理由というのが、令和３年度と比較して約６，０００万減っている理由ですが、

まず令和４年度は前年度と比べて入院する保護者が約１００名程度少なくなったということと、

それから、新しい被保護者の健康管理事業として社会福祉課のほうで、会計年度任用職員さん、

看護師さんを雇いまして、そちらの方の被保護者の検診を受けていただくように促しているとい

うのが、それで検診につなげて医療費の削減につながってきているんじゃないかなというような

２つの要因が考えられまして、令和３年度と比較すると約６，０００万の医療扶助が減額になっ

ているという状況でございます。 

 以上です。 

○藤田委員長 杉森委員。 

○杉森委員 福祉センターのほうの問題では、カラオケの私のほうにもちょっと要望は出ている

んですよ、来ているんです。なぜカラオケやらないんだというね。５類に移行したのに理由とい

うのがよく分からないといういろんな意見があるというのは当然なんでもそうですからね、ある

んでしょうけれども、それをいつ頃判断するのかというところと、先ほどの話だと感染状況の問

題にかかわらず福祉センターの在り方としてカラオケというものがそもそも適しているのかどう

かということも含めた形での検討をしたいというふうな意味合いなのかどうか、そこのところを

お聞きしたいと思います。 

 それと生活保護のあれですけれども、コロナ前と比べるとどうなのかというところをちょっと

知りたいので、ちょっとそこの数字も出していただきたいというふうに思います。 

 あと７１世帯が廃止になって、３５人はお亡くなりになったということですけれども、就労が

１８いるということは悪い話ではないなと思うんですよね。やはりどういうふうにその人それぞ

れが普通の保護を受けずにでも暮らせるような生活状況というのを自分でつくり出せるのかとい
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うのは大変大事なことで、なかなかそこまでいかずに就労意欲もなくなってしまうというふうな

日本の生活保護制度の問題も当然あるかと思いますけれども、そこら辺で何か工夫をしていたと

いうことがあるのかどうか。それについてもお聞きしたいと思います。 

○藤田委員長 社会福祉課長。 

○石塚社会福祉課長 初めにカラオケについてですが、今後のどうしていくかという決定する時

期ですが、そろそろ令和６年度の予算編成の時期になりまして、当然やるやらないにしてもお金

というのは関係してくるものですから、近々予算編成に伴って今後どうしていくかというのを市

長と相談させていただくような考えでいます。カラオケが今まで行っていたサービス、カラオケ

は今まで続けていくのかいかないのかという行政サービスの在り方として、今後も必要なのかそ

うでないのかというのを含めた上で市長と相談させていただいて方針を決定したいと考えており

ます。 

 それから２点目の生活保護の件ですが、コロナ前の令和元年度の非保護世帯と比較しますと、

令和元年度は４０７世帯、それから保護人員が５２８人、ですから令和６年度と比較しますと２

６世帯が増加しているという状況ですね。人員については２２人増加している状況になります。 

 それから就労に向けての支援なんですが、社会福祉課のほうに就労支援する職員を１名、会計

年度職員として配置しておりまして、そちらの職員が中心となってハローワークと連携しながら

就労の支援をしているという効果も表れている要因かなというふうには感じております。 

 以上です。 

○藤田委員長 質疑のある方は御発言願います。遠藤副委員長。 

○遠藤副委員長 それでは３問というお約束なんですけれども、私最後ということで４問で質問

したいんですけれどもよろしいでしょうか。 

○藤田委員長 許可いたします。 

○遠藤副委員長 それではページで言いますと１７４ページの０１０５の民生委員児童委員です

ね。この付属資料のほうでは３７ページに詳しくいろいろと載っている内容をちょっと伺いたい

と思います。いろいろと市民との関わりが大変高いという民生委員さんなんですが、現在１１９

名、これは令和４年度ですね、４年度の事業でありましたけれども、現在民生委員さんは足りて

いるのかと、前のときはたしか不足をしているというようなことも聞いていましたので、その辺

の状況を伺いたいと思います。 

 それとこの補助金、民生委員さんに支援している補助金の内容を伺いたいと思います。 

 それと、飛びまして２５０ページです。先ほどがん検診の話もいただいたんですが、私資料請

求で令和３年、４年のがん検診の受診状況というのを出していただきました。胸部、胃がん、大

腸がん、いろいろとあるんですけれども、この検診の状況、それによりましてたしかこういうの

というのは国との関係で検診率をアップするというか、計画がたしかあるような気がしたんです

が、その状況と比べてどうなのかということを伺いたいと思います。 

 それと２５６ページです。０１０２の「妊産婦と乳幼児に医療機関検診を実施する」、これは

たしか妊娠したときに１４回までは検診の状況があるというふうに理解をしているんですが、以
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前は国の負担、幾らかの助成があったけれどもそれがもう既になくて、全て市の負担になってい

るというふうなことがあるんですが、その状況。 

 それと委託料の一番下の新生児の聴覚検査、これ６６万１，５００円の計上がありますが、た

しかこれは今までなかったようなことだと思うので、この辺の状況を伺いたいと思います。 

 それと最後に子供の医療費ですね、すみません付属資料でいきますと４３ページになります。

医療福祉費の支給制度、県と共同ということでこれいつも私どものいろいろと要求出しているん

ですが、やはり一部負担金、これが月２回まで１日当たり６００円ということで１，２００円が

１つの診療科目ごとにあるんですけれども、これを何とかやはり負担を軽減するということ、そ

ういうようなことで改善できないかということをいろいろと取り上げてはいるんですが、令和４

年度のこの件数、そのようなことなんかも含めまして、ちょっとこの辺をぜひ子育て支援応援と

かそういうのも含めまして、今少子化ということで子供たちに対する助成というかそれを上げる

べきではないかということで、そういうことも含めて４年度の取組、そして負担額がどうなって

いるのか、そしてもしその負担額を軽減するようなときはどのくらいの財政的なものが必要かを

その辺を伺いたいと思います。 

○藤田委員長 社会福祉課長。 

○石塚社会福祉課長 まず民生委員児童委員制度を運営するにつきましてお答えします。牛久市

の民生員の定数ですが、県の条例によりまして１２３名が民生委員の定数となっております。そ

の状況ですが、今現在１２１名、２名が欠員となっております。それから補助金について、牛久

市からは活動費の補助金として委員１人当たり年間１５万６，０００円を活動費として補助して

おります。 

 それからそのほかに茨城県からは費用弁償の交付金として１人当たり６万２００円の交付金が

支給されている状況になっております。 

 民生委員につきましては以上になります。 

○藤田委員長 健康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 御質問にお答えいたします。最初にがん検診の受診率ですけれども、

資料のほう提出させていただきましたけれども、これはうちのほうで把握している数ということ

で医療機関検診と集団検診、市で行っているもので分母は対象者数になりますので、その中で社

会保険の方とかほかで受けている方はちょっと把握できていない部分がありますので、ちょっと

受診率はそういう意味では正確でないというところを御承知いただきたいんですけれども、受診

率向上ということでいろいろ市のほうも対策を考えておりまして、なかなか市民にどういうふう

に周知するかというところもありまして、紙でなかなか周知をするということをできるだけ減ら

していこうということで今まで行っていたすこやかでの広報とかそういうことがちょっと難しく

なってきまして、パンフレット等も今年はないということでホームページ等でお知らせするとい

うことと、あとは医療年金課のほうでその人の個々に合わせた検診に対する受診勧奨の葉書、そ

れを専門に業者委託をしまして、その人の個人の特性に合わせた受診勧奨の文章を考えて、それ

で検診を促すということで、そういった取組をやっております。それで、令和４年度に関しては、
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受診率が向上してまいりまして、市のほうとしましても例えば集団検診で受診者数が少ない、想

定している数に満たない場合は電話をかけて、それで受診を促したりとかそういった形で勧奨を

行っております。 

 次の御質問、医療機関検診を受診する、妊婦と乳幼児に医療機関検診を実施するというところ、

それに関しましては、今妊婦検診に関しては妊婦さんに関しては１４回の妊婦検診の補助という

ことで行っております。妊婦検診の受診件数の受診率としましては令和４年度７５．１％という

ことになっております。新生児の聴覚検査に関しましては、令和４年度に新規で行い始めたんで

すけれども助成金として上限を２，０００円から３，０００円ということで定めておりまして、

令和４年度に関しては３３８件の申請がございました。やはり新生児、なかなか聴覚というのは

検査のほうが難しいんですけれども、なるべく早い時期に検査ができるようにということで、新

生児のうちに聴覚検査、これが補助がない場合にはそれに関してお金がかかる場合に保護者のほ

うでしなくてもいいよということでお断りしてしまう部分もある、必須でないというところもあ

ったりしまして、それで補助を出そうということで今補助を出して検査をしているという状況で

あります。 

  大丈夫でしょうか。以上です。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼医療年金課長。 

○石野保健福祉部次長兼医療年金課長 小児マル福の自己負担金につきましては、さきの一般質

問でも扶助費だけで約６，６００万円増額するということをお答えさせていただいたところであ

りますけれども、具体的な課題の検討というふうなところで、まず１つは完全無償化といったと

きに、多くの人は窓口で今まで払っていた１回６００円を払わなくて済むというのをイメージさ

れるかと思うんですが、現状、ほかの市町村で先行してやっている一部負担金を無償化している

自治体も全て窓口でお金を支払わないという方式は取れておりません。一旦は払っていただいて

後から償還で返すという方式を取っております。これは１つには無償化というものをする上で窓

口でお金を取らないようにするためには当然医療機関との調整、医療機関だけではなくて診療報

酬支払基金、審査基金といって国保の人だったら国保連、その他の社会保険であれば社会保険診

療報酬支払基金、こことの調整なくしてはなし得ない、なぜならば牛久の市民が来たときだけそ

の病院はお金を取らないでという手間がかかりますし、その今まで取っていた自己負担金を取ら

ないということは、医療機関はその分まで含めて診療報酬支払基金に請求する。そうすると後か

ら牛久市で支払うといっても事務の負担と一旦数千万の立て替え払いが生じる、これを行うこと

による審査機関のメリットというのは何もないものですから、先行している自治体においてもそ

こはなし得ず、償還払いということになっております。牛久市の場合も同様に、先行している自

治体と同じように、後から償還払いをしようというふうに仮定した場合ですけれども、その場合、

土台だけの方が窓口に申請に来るのかと、単純計算で月１，０００人とかという単位になってし

まう。そうするとそれを受け取って審査して、伝票を切って支払うのにどれだけの事務量、それ

をこなすのに何人必要なんだという。その手間を少しでも省くためには国保連などから来るレセ

プトに対して自己負担分が幾らだよと言うのを自動的にコンピューターで集計させる、そういっ
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たシステム改修を行えばその部分についての人手的な事務は減る、ではそれに幾らかかるんだと

いうような今、具体的な金額の算定をしておりまして、金額が粗々なんですけれども分かってき

ている状態です。これについては今のところ令和６年度の当初予算のほうに要求はしております

が、採択に関しましては選択と集中、市全体で財政関係、それから市のほかの政策も含めてどう

いったことになるのかというのはこの後市全体で考えていくような流れになっております。 

○藤田委員長 遠藤副委員長。 

○遠藤副委員長 すみません、順不同になるかと思いますが、民生委員さんのほうは、現在２人

が欠員ということなんですが、５年度、現在それについてはその方々の見込みがあるのかどうか、

その確認と、それから補助金として出ているお金がかなりそんなに出ていないんだなということ

で、やっている民生委員さんの事業自体が大変いろんな多岐にわたっているので、かなり負担が

かかっているんではないかというふうに考えます。といいますのは、やはり児童それから高齢者

対応等もありまして、地域の中で民生委員さんが持っていらっしゃる件数がやはり大変多いとい

うかそういうようなこともありまして、いろんな方からの時間問わずに受け入れるという話も聞

いて、やはりこの民生委員さんの成り手をやはりどうやって市としても考えていかなきゃいけな

いのかなということを感じるものなので、この辺の補助金については拡充とかそういうようなお

話が出ているのかどうか、それだけちょっと確認をしたいと思います。 

 それとがん検診のほうなんですが、この出していただいた資料の中で一番罹患率が高いのが何

なのかというものをちょっと聞きたいと思いました。今多くの方やはり検診をすることによって

早期発見というところでやっているということで医療年金課のほうでもそういうその方に合わせ

た勧奨ですか、受診勧奨をやっているということなんですが、具体的にどういうようなことで勧

奨をやっているのか、その辺ちょっと例があれば教えてください。 

 それと新生児の聴覚検査、これにつきましては出産をして入院している間に新生児の聴覚検査

を実施をして、それについて詳しい説明もなく金額が既に入院費用の中に入っていたということ、

そういうことから私も関心を持ったわけなんですが、その産院によっては検査の実態がないとこ

ろもあるというところで、現在３３８件ですか、この間申請があったということなんですが、そ

ういう金額的な２，０００円から３，０００円というとこでは、金額に制限を設けているのかど

うか、その辺も伺いたいと思います。どういう形で聴覚検査の実施に至ったのかというところ、

私も子供から聞いたんですが、生まれて生後３か月くらいに反応をちょっと見る、光だったかな、

そういうような検査、簡単な検査だったというふうに聞いているんですけれども、その聴覚なの

で、反応があるかどうかのそういう大変精密な検査が必要だというようなことも聞いたので、こ

のことによって早く子供の聴覚の異常が発見されれば早く手当ができるというふうに思っている

ので、ちょっとその辺を伺いたいと思います。 

 それから医療福祉費の支給なんですけれども、確かに今までずっとやって、今すぐにというの

は大変難しい話だと思います。医師会とか医療機関とか基金とかいろんなところとの関連でやら

なきゃならないのは重々分かるんですが、私たち医療機関受診したときにあなたの負担割合はこ

れこれですよという案内を何か月に一遍かいただきますよね。そういうものをもう少し活用でき
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れば、もっとできるんではかなと素人ながらに考えたものなので、その辺の事務手続上はいろい

ろとあると思うんですが、今後６年度の当初にそういうようなことを考えているということなの

で、今後についてちょっと期待をしていきたいと思うんですが、担当としては実際はどうなのか

その辺お聞かせいただければと思います。 

○藤田委員長 社会福祉課長。 

○石塚社会福祉課長 お答えします。まず民生委員児童委員、今現在２名の欠員になっている状

況ですが、欠員となっている地区におかれましては各区長さんを通じてその民生委員さんの成り

手というものを探していただいている状況になります。ただ、これは牛久に限らず全国的に成り

手不足が叫ばれている中なんですが、やはり１名の方を推薦いただけるというのもやはりかなり

時間がかかりますので、市としましては例えばですけれども、元市の職員であるとか市の元地区

社協の職員であるとかそういった方の情報があれば区長さんにお伝えして、成り手の候補として

お声がけをいただくなどして少しでも成り手の不足の解消に努めていただいているところでござ

います。ただ２名については今のところまだ見込みとしては推薦をいただくには時間がかかるか

なというような状況になっております。 

 それからもう１件、補助金についてですが、牛久市が民生委員さん１人に対して出している補

助金１年間１５万６，０００円、こちらあくまでも活動に関する活動費として支出しております

ので、例えば通信費であったり事務用品を買ったりですとかそういった活動に関する補助金とい

うような位置づけになっておりますので、例えばこれが報酬という形になるとまたこれ民生委員

の制度全体のお話になりますので、何とも言えないんですが、この活動費については近隣の状況、

かなり前に確認したことがあるんですが、近隣の市町村と比較しても牛久市は高いほうの補助金

になっております。それを増額してほしいというような要望は今のところ協議会からは出ており

ません。 

 以上です。 

○藤田委員長 保健福祉部次長兼医療年金課長。 

○石野保健福祉部次長兼医療年金課長 まずがん検診の勧奨の具体的な方法につきましては、株

式会社キャンサースキャンという会社に委託をしております。この会社はビッグデータ、医療の

データをＡＩで判断し、その人、患者さんといいますか、その人それぞれの特性をコンピュータ

ーが大きく４つぐらいのパターンに分類して、その人に対してどのような呼びかけを行えば反応

する、つまりは検診の予約を入れてくれるだろうかという、これをＡＩがナッジ理論という経済

行動学の理論があるんですけれども、それに基づいてやっていると。具体的にはこういう病気に

なる、こういう検診を受ける、こういう検査をやる方は頑張り屋さんタイプです、または心配性

タイプです、もしくは面倒くさがり屋タイプです。それで面倒くさがり屋タイプの方に検診をお

知らせするのは、そのときには検診の予約はとても簡単、今携帯１つでできますよとか、それで

心配性タイプの人は、検診はただ受けるだけではありません、検診会場で医者に心配事を相談も

できますとか、頑張り屋さんタイプであれば日ごろのあなたの頑張りを検査結果で評価してもら

いませんかとか、そういった具体的な方法でナッジ理論というのは、肘をこつんとつつくという
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意味があるんですけれども、そういった呼びかけに反応してもらえるような文言を使ってじゃあ

やろうかという検診やってみようかという行動に移させるというようなやり方でがん検診も受け

ていただくようにやっているところです。 

 それとマル福一部負担なんですけれども、関係部署との調整というのは窓口でお金を取らない

という方式には必須になるんですけれども、そうではなくて他自治体と同じように後からの現金

償還の方式であればそこまで調整というのは必要ないので、例えばそちらの方向でいくという方

針になればこれは実施までほかの自治体でもやっていることですから、そんな数年かかるような

ものではありません。例えばシステム改修をするという１つのことを取っても、急いでことをせ

いてはこの間の銀行のネットの振り込み不足じゃないですけれども、何が起こるか分からない、

新しいことをやったときにトラブルがどういうことになるかちょっと分からないものですから、

そこは慎重を期するために時間を要して検討させていただきたい。ただ、やるとなったらばそん

な数年かかるようなことではないというのが担当の考えです。 

○藤田委員長 健康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 質問にお答えいたします。まずがんの罹患率、罹患状況なんですけ

れども、男性の場合はやはり前立腺がんと大腸がんが多いです。女性の場合は乳がん、大腸がん

が罹患率が多いと言われています。 

 聴覚検査に関してなんですけれども、新生児の聴覚検査なんですが、先ほどちょっと言葉足ら

ずだったんですが、これは２つ検査の種類がありまして、３，０００円と２，０００円というこ

とでその検査方法によって値段が決まっていて、これは県内は共通の単価で行っていまして茨城

の県医師会と日本助産師会のほうに業務委託をしておりまして、国保連合会で審査していただい

てそちらにお支払いするというような形を取っております。 

 以上です。 

○藤田委員長 質疑がある方は御発言願います。よろしいでしょうか。 

 以上をもって保健福祉部所管についての質疑を終結いたします。（「すみません」の声あり）健

康づくり推進課長。 

○野口健康づくり推進課長 すみません、先ほどヘルスロードのところでコースを７コースと言

ってしまったんですが、９コースの間違いです。訂正いたします。失礼いたしました。 

○藤田委員長 本日はこれにて延会いたします。御苦労さまでした。 

午後３時５０分延会 

 


